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第２章 調査結果 

２－１ 理科教育 

本項では今回の現地調査（訪問、授業観察、聞き取りなど）に基づいて、パキスタンの理科教育の

現状について述べる。特に断りのない場合には、初等・中等教育レベルを対象とした説明である。本

書ではパキスタンの呼び方にならい、プライマリー・スクール・レベル（初等教育レベル）及びミド

ル・スクール・レベル（中等教育レベル）を合わせてエレメンタリー・レベルとして扱う。比較対照

のため紹介する日本の学校の事例は、「小学校」及び「中学校」と表現する。 
初等学校、中等学校及び高等学校の就学児は、児童・生徒の区別をせず「生徒」で統一し、教員養

成課程など高等教育レベルの者は「学生」と表現する。なお、パキスタンにおける初等・中等教育レ

ベルの就学年齢は以下のとおりである。 
・Primary School（1 年生から 5 年生：5 歳から 9 歳） 
・Middle School（6 年生から 8 年生：10 歳から 12 歳） 

 
２－１－１ 理科教育の位置づけ 
（1）理科教育の政策的位置づけ 

理科教育の重要性は以下のような政策文書の中で触れられているが、「教科としての理科」

の重要性を訴えるものは少なく、教育の質、特に学習活動の質の改善とそれを促す教員の質の

向上が前面に押し出されている。したがって理科は、このような学習活動全体の質的向上をめ

ざすなかで、その教科の特性を発揮し、将来を担う子どもたちの能力向上を促す役割を担って

いるとみなされる。例えば、職業人としての高い資質を備える手段、あるいは安全で快適な生

活を支える健康教育の基礎としての位置づけである。また、これら政策文書では、学習活動が

知識獲得の手段というだけでなく、筋道を立ててものごとを考える、対象を批判的にとらえる、

創造力を伸長するなど、子どもたちの新しい考え方・学び方の育成という役割を担っていると

認識されており、それに応えるような教師教育の充実が求められている。 
① National Action Plan on Education for All (2001-2015)は理科教育について、国の

基盤を支えるものであるとして、「高等学校では、科学技術の急速な進歩及び新分野開拓

の必要から、理科教育の深化・充実が必要である。技術・職業教育に期待される第三の使

命1に基づき、労働市場の拡大及び産業振興に求められる技能を備えた人材を輩出する後注

1」と述べており、また健康な生活を支える基礎として「この観点から不十分とみなされ

る理科教育施設を、特に地方にある高等学校について充実させるとともに、女子生徒が理

科を専攻するよう特別奨学金を準備する。理科教育を専攻する女子生徒の増加は将来の保

健事業充実に必要である後注 2」と述べている。 
② Education Sector Reforms Action Plan 2001-2004においても同様に、「国が求める人

的資源の需要に応えるため、高等学校及び大学教育における科学・技術分野への注力を行

い、結果として、若者たちの職業選択の幅を広げる後注 3」と述べ、さらにその具体策とし

て「高等学校における理科教育の水準を上げるためには、資質が高く創造力に富む教師が

不可欠である後注 4」と述べている。また、教育セクター改革（ESR）のパイロット地区で

                                                        
1 高等教育に期待される教育、研究に次ぐ第三の使命の意味。「実学」としての貢献が期待されている。 
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あるイスラマバード首都圏（Islamabad Capital Territory：ICT）においては、その戦略とし

て「初等教育における理科教育の効果的な推進後注 5」を明確に掲げている。 
③ National Education Policy 1998-2010では、「第５章 初等・中等教育」で、「初等・

中等教育の質は向上されなければならない後注 6」とし、その手段として「教員の資質を向

上させ、教員研修の妥当性を確保すること後注 7」、その戦略として教員研修の改善を「学

習者中心の指導法、すなわち子どもたちを学習活動の主体と据える指導に重点を置く後注

8」「新しい指導の概念、例えば能動的な学習、批判的な思考及び創造性の伸長などを導入

すべきである後注 9」というように新しい指導法、特に子どもの主体的な学びの実現に求め

ている。さらに現職教員研修のイメージを「様々な研修方法、例えばグループ討議、授業

観察、遠隔教育、自己研鑽、現地視察、複式教育などを取り上げる後注 10」「研修は教員を

研修会場に呼び寄せるよりは、学校現場において実践することが望ましい後注 11」「研修

は教員のみでなく、校長、指導主事、その他関係者も対象とする後注 12」など具体的な形

で提案している。 
④ また 2008 年 4 月に示された National Education Policy 2008（草案）においては、「第

７章 教育の質の向上」で、教員の質の向上を促進するため「教師教育のカリキュラムは、

指導要領及び現場における指導を反映したものにすべきである。したがって、生徒中心の

学習や教科横断的（総合的）学習及び現地訓練などを取り入れる必要がある後注 13」及び

「現職教員研修は、教育学及び教授法の知識、教科の知識、試験や査定の技法、複式教育、

モニタリングと評価及び必要度の高まっている言語指導や ICT 技術など広範な領域をカ

バーする必要がある後注 14」として、教科の知識だけでなく指導法や評価も含めた、教員

の資質向上を促している。 
 

（2）理科教育の目標 
教科としての「理科」は初等・中等教育レベルにおいては 4 年生から学習が始まり、「総合

科学（General Science）」として、8 年生まで物理・化学・生物・地学の分野を総合的に学ぶこ

とになっている。先に述べたように、政策文書では理科教育に期待される役割への言及はある

が、具体的な目標を述べたものはない。 
現行のカリキュラム（National Curriculum 2006）では、初等・中等教育レベルにおける理科

教育のねらいとして、以下の 5 項目をはじめとする 12 項目を掲げている。 
ねらい：ナショナルカリキュラムは、以下の取り組みを通して、生徒の科学リテラシーを

向上させる。 
・生徒を取り巻く生物、物理、物質、技術にかかわる分野の知識獲得と明快な理解を促

進する。 
・生徒を取り巻く生物、物理、物質、技術にかかわる事象を科学的に探求する技能を身

につける。 
・生徒が進んで科学的な探求を行う態度を養う機会を提供する。 
・生徒が概念の有益さ（価値）の判断をするため、知識や技能を活用する機会を提供する。 
・生徒が科学や技術の活用についてよく考えて判断を下すため、探求活動を支援する後注 15。  
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また、これらを達成するために以下を含む 7 項目の目標を設定している。 
目標：ナショナルカリキュラムの目標は、 
・探求に基づく学習、生徒中心の学習を推進する。 
・知識の量ではなく理解に重きを置く。 
・適切で有益な学習を推進する後注 16。 

 
これらの記述から初等・中等教育レベルにおける理科教育は、これまで行われてきた「教師

から与えられた知識を記憶していくだけの受動的学習」から脱却し、「自ら学ぶ意欲を育み、

得られた知識や技能を生活に生かしていく能動的学習」を促す方向性がうかがえる。 
 
２－１－２ 理科教育の現状 
「２－１－１ 理科教育の位置づけ（1）理科教育の政策的位置づけ」でも触れたように、国家

政策として理科教育の重要性を謳ったものは多くはないが、現場での聞き取りでは、理科教育にか

かわりをもたない回答者を含めて理科教育の重要性を訴える意見が多かった。聞き取りに基づく理

科教育の現状は、以下のとおり。 
① 理科教育は、技術教育と並んで国家の経済や産業として重要である。特に初等・中等教育で

は、算数・数学とともに高等教育の基礎・基本として十分に指導する必要がある。 
② （回答者自身が、自分がこれまで受けてきた授業を振り返って）パキスタンの理科の授業は、

他の教科と同じように教師が説明をし、生徒が暗記していく授業となっている。実験を一度も

経験したことのない回答者もあった。したがって、定義や定理をたくさん覚えた生徒が優秀で

あり、テストもそれを測るような内容となっている。さらに、理科で学んだ知識を日常生活に

結びつけるような働きかけはほとんどなく、現場での理科の指導は「経済や産業の基盤として

の重要性」という国家政策と整合していない。 
③ このような授業の背景として、文化的・宗教的な影響（例えば、教員がアラーの教えを口伝

する、子どもたちがコーランを暗唱するなどの形態が「教え」と「学び」であるという解釈）

があると思われるが、加えて、理科の指導教員における教科の専門性不足から、教科書を読む

以外に内容を伝える方法がなく、「子どもたちが主体的に学ぶ授業」という指導法についての

知識や技能が十分でないことがあげられる。 
④ 田舎の学校ほど、「厳格な教師」を良い教師とみなす傾向があり、ただ厳しいだけで子ども

たちに学びの主導権を与えないような授業（子どもに質問させない、友達と議論させない、教

師に対して従順であるなど）を良い授業と誤解している教師も多い。 
⑤ 教員養成課程にも問題があり、理科の指導内容と指導法の 2 つを十分に学ぶだけの時間が与

えられておらず、また養成課程の教官にもそれを行うに十分な能力をもつ者が少ない。 
⑥ 理科の授業に実験・観察・操作活動などを取り入れることはよいことであるが、ただ実験を

すればよい、子どもたちが活動すればよいといった誤った理解も散見される。 
⑦ 「体験を通して学ぶ」「子どもたちが主体的に考える」授業をつくっていく過程で、理科を

切り口とすることはよい働きかけであり、新しい指導法の長所を教員に理解させるには効果的

である。 
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２－１－３ カリキュラムと教材 
（1）カリキュラムの作成 

学校教育における範囲と内容を規定したナショナルカリキュラムは、教育省カリキュラム局

が、有識者の集まりである National Curriculum Development Team の支援を受けて作成する。各

州には、州のカリキュラム局（Bureau of Curriculum）及び教科書委員会（Textbook Board）が

あり、ナショナルカリキュラムの内容を受け、州の教育施策にかなった教科書及び教材を準備

する。 
 

（2）改定カリキュラムの内容 
現行のカリキュラムは 2000 年版を基に改編されている。各学年における教科の指導内容に

大きな変更はないが子どもたちの身につけさせたい能力として示しているものに若干の変化

が認められる。例えば 2000 年版カリキュラムでは、以下のような「科学の方法」を身につけ

させることが強く謳われていた。 
・課題を認識し、明らかにし分析する能力を育む。 
・正確な測定、注意深い観察及びその記録を行う。 
・情報を検証するための探求活動を組み立て、実践する。 
・手に入れた情報から推論し、結論を導き出す後注 17。 
これに対して現行のカリキュラムでは、このような知識・技能を「自らが自然に働きかける

過程を通して身につけていく」もの、さらに「より豊かな生活をめざしてその知識・技能を応

用する姿勢を育む」ものとしている。そしてこの目標達成のための「理科授業の改善」につい

てページを割いて解説を加えている。これは、2000 年版カリキュラムで示されていた「様々

な活動や経験を通して知識を獲得していく後注 18」を大きく進めたものであり、「探求活動」「生

徒中心」「成果重視」後注 19の 3 つのキー・フレーズでその方針を示している。 
一方、2000 年版にあったような「推奨される生徒活動（Suggested Activities）」は削除され、

「生徒の達成目標（Students’ Learning Outcomes）」として行動目標として示されるようになっ

たため、授業において実践すべき生徒活動のイメージはつかみにくくなっている。 
以下に 2000 年版のカリキュラムと現行のカリキュラムの比較例を示す。 
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2000 年版カリキュラムより（4 年生 磁石） 

指導内容 
指導目標 

単 元 内容・範囲 
推奨される生徒活動 

－磁性体はどのよ

うに磁化されま

た消磁されるか

を知る。 

－磁石づくり

と消磁 
－磁性体を永久磁石

でこすることによ

って磁石にできる。

－磁石をたたいたり、

熱したりすると磁

力を失う。 

－磁性体を永久磁石でこすって、

磁石を作る。 
－磁石をろうそくの火で熱した

り、テーブルで叩いたりした後、

クリップなどに近づけてみる。 
－クリップが引きつけられなくな

っていることを観察する後注 20。 
 
現行（2006 年版）カリキュラムより（4 年生 磁石） 

指導内容 生徒の達成目標 
－金属を磁化する方法 
－消 磁 

－磁石はどのように作られるのか、また保管すべきかを実

際に行ってみせる後注 21。 
 

このように同じ単元を比較すると、その表現ぶりの違いが見えてくる。2000 年版の記述は

この単元を通して何を子どもたちの身につけさせたいかが比較的読み取りやすいが、現行版の

ような記述では、たとえカリキュラムの作成者に具体的な授業のイメージがあったとしても、

教科書編纂者及び授業者である教師にその意図が十分伝わるかどうかに疑問が残る。特に現行

の記述においては、 
・そもそも授業で何をしたらよいか（指導内容の基準としての説明力）。 
・子どもたちにどのような行動変容が認められたら、この概念を獲得したといえるのか（指

導内容を評価する際の、信頼できる評価の視点）。 
の伝達力、説明力に疑問が残る。 

 
（3）教科書 

教科書の作成及び配布は各州の責任で行われており、これまでは教科書委員会が「州規定の

教科書」を自ら編纂してきた。しかし、2006 年 1 月の教育大臣会議（Inter-Provincial Education 
Minister’s Conference）で決定された「教科書と教材に係る国家指針及び行動計画（National 
Textbook and Learning Materials Policy and Plan of Action）」により教科書の検定制度が導入され、

民間の出版社、研究者などが自由に教科書を編集し、州の教科書委員会が（カリキュラム局と

連携して）それを認可する形となった。学校側はこれら検定教科書のなかから自由に選択し、

それを教科書委員会が必要数準備して配布2することとなる。この制度は、編集者側に競争原

理が働いて教科書の質の向上が見込まれ、学校側にはそれぞれの意図に合わせて選択する幅が

広がるという利点が見込まれるが、どの州も現行のカリキュラムに沿った教科書の編纂が始ま

ったところであり、最も進んでいるパンジャブ（Punjab）州でも新年度（2008 年 9 月）向け編

集の最終段階にあったため、どのような質の改善が認められるのかについて実例確認できなか

                                                        
2 版権を買い上げて印刷・製本する場合と、その教科書会社の製品として委員会が買い上げる場合がある。 
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った。各学校は、複数の検定済み教科書のなかからふさわしいと考えるものを選ぶことができ

る、としているが、教科書を供給する委員会側は、各教科、各学年の検定済み教科書のうち、

最も多くの学校が希望した教科書 1 種類を無償配布の対象とするため、それ以外の教科書を選

んだ学校は、保護者の負担により購入する形となる。これでは、無償配布となる教科書を選定

する学校が必然的に増えることが予想され、今回の改革の意義が問われる部分である。 
2000 年版カリキュラムに従った教科書3（2003 年初版：5 年生、6 年生、8 年生）には、以

下のような特徴が認められた。 
・どの教科書も分野及び単元の配列は、生命科学（life science）、物理科学（physical science）、

地学・天文（earth and space science）の順でカリキュラムに従っている。 
・カリキュラムで紹介されている「推奨される生徒活動」はほぼすべて収録されている。 
・5 年生の「熱」及び 8 年生の「熱」の単元で、同じ生徒活動が取り上げられている。対応

するカリキュラムを調べてみると、5 年生の指導範囲は固体の熱膨張、8 年生は固体・液

体・気体の熱膨張となっており、指導内容の重複が認められるにもかかわらず、具体的な

指導内容の差違については述べていない。さらに、これら 2 冊の教科書は著者が同一なた

め同じ生徒活動の安易な当てはめが行われた可能性もある。このように、カリキュラムに

はそれぞれの学年における単元の指導内容が詳細に示されておらず、この単元を通して生

徒が何を身につけるべきかは、そのカリキュラムを授業に「翻訳」する教科書及び教師の

質（力量）によって決まる。 
・5 年生の「電流」は、原子の構造（陽子、中性子、電子）から始まるが、カリキュラムに

よれば原子のつくりは 6 年生で学ぶことになっており、学年間の単元配列が無視されてい

る可能性がある。また、多くの単元がこのように学術的な見地から各現象を説明する傾向

（定義先行型）にあり、子どもたちが日常生活で出会う不思議や疑問から探求活動を促進

するような構成にはなっていない。 
・5 年生の「磁力」の単元では地球が大きな磁石のように振る舞うことを示しているが、著

者は巻末の教師向け手引き（Notes for teachers）のなかで「地球という大きな磁石の N 極

及び S 極は、それぞれ地球の（地理的な）N 極と S 極のそばにある後注 22」とまとめてい

る。このような誤りは所々に見られ、4 年生の教科書（学校訪問の際に参観したクラスで

使用されていたもの）には「地球は昔、太陽の一部が飛び出してできた後注 23」と記載さ

れていた（ちなみに 5 年生の教科書には「太陽は地球などのような個体の星ではなく、非

常に高温なガスのかたまりである後注 24」と説明している）。教師が唯一頼りとする教科書

が、多くの誤りを含むものであることは大きな問題である。 
・教科書に使われている写真、図、表などが子どもたちの理解を促進するものになっていな

い。あるいは誤解を招く可能性が高い（又は著者が誤った理解をしている）ものが非常に

多い。全体的に教科書の写真、図や挿絵は「あり合わせで都合している」と思われるよう

なものが多く、「子どもたちに何を読み取らせるためにこの図を使うのか」というような

意図が不明瞭なまま作成・使用されているような印象を与える。以下はその例である。 

                                                        
3 National Book Foundation A Textbook of SCIENCE Class 5、同 Class 6 及び Class 8。なお、National Book Foundation は、Ministry of 

Education の付属機関。 
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（4）その他の教材 
教科書以外の教材・教具については、一般に学校側の判断により準備することになっている。

しかし、先に述べた「教科書と教材に係る国家指針及び行動計画」では、教科書以外の読本や

教材についても教科書委員会が内容を確認し、「推奨教材（recommended learning materials）」
として認証を行うことが盛り込まれた。認証された教材は一般の教材に比べて教育的価値が高

いとされ、販売の促進による更なる質の向上が期待できるだけでなく、学校や家庭が子どもた

ちのために良い本や教材を購入し与えることを通して、読書文化の醸成・学習環境の改善にも

寄与すると期待されている。 
 
２－１－４ 教室における理科教育の現状 
（1）理科の教授法 

2006 年版カリキュラムがめざすような「生徒中心の授業」については、日本国内において

も様々な議論がなされているが、基本的に以下の 3 点が、授業の質を定めていると考えられて

いる。 
・子どもたちの体験的な活動を授業のなかに組み入れる。 
・子どもたちの思考力・判断力・表現力などの育成を促す。 
・子どもたち一人ひとりを生かす指導を工夫する。 
パキスタン滞在中、4 年生から 10 年生の授業と州立教員養成大学（Government of College for 

Elementary Teachers：GCET）の授業を参観した。下記は上述の視点での授業の観察結果である。

ただし、日程の制約から、1 コマの授業すべてを参観できたのは養成校の 1 時間だけであった。 
・授業時間の大半を教師による一方的な説明に費やしており簡単な実験を行っているクラスも

あったが、教師による演示実験がほとんどであった。時折子どもを指名して操作を行わせ

ている場合にも、教師の手伝いあるいは教師の代わりとして行っただけで、子どもたちに

よる課題解決のための主体的な取り組みを意図したものとは認められなかった。 
・多くの授業はまず定義や定理が与えられ、その解説を聞いたのち、その原理が応用されて

いる身の回りの例をあげたり、小テストに答えたりして本時のまとめを行うという流れが

多く、暗記・暗唱を促すような進め方が多かった。教師の説明をノートにとる生徒はほと

んどおらず、また自分の考えや意見をノートに書くという作業も見られなかった。子ども

たちが授業中に行うことは、教師が唱える定義や説明を反復暗唱し、記憶していくことで

あるかのような授業が多かった。 
・実際の花を用いて「花のつくり」を観察しているクラス（5 年生）があったが、何を見た

5 年生「歩行」 
同「跳ね返るボール」 8年生「閉じた回路における電流の流れ」
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らよいのかの指示が適切に与えられておらず、子どもたちの観察のポイントはそれぞれ異

なっていた。これに対しては教師が机間指導を行ってその視点を説明していたが、子ども

たちのスケッチの多くが「めしべからおしべが枝分かれしている花」を描いており、この

誤りを教師は指摘せずに授業が進んでいた。誤った概念形成を促進する可能性について注

意が払われていなかった。 
・「物質の変化は他者からの働きかけによって起こる」ことを実験によって確かめていたク

ラス（5 年生）は、「砂糖は見えなくなり、牛乳は甘くなる（Sugar disappears and milk becomes 
sweet.）」の実験において、実際に砂糖が見えなくなったことを十分観察せず、また牛乳が

甘くなったことも実際に確認していなかった。また、先に述べた花の観察においても、用

意されたアマリリスの花のつくりを観察せず、教科書の図を写している生徒が見られた。

これでは教科書に書いてあることを鵜呑みにさせ、自分の五感を使って事実を確かめない

など、「科学の方法」を指導する理科の授業としては非常に不適切であり、またせっかく

の生徒活動が生かされないことになる。これらの例から、活動を通して子どもたちに何を

つかませたいのかが十分検討されないまま、生徒活動を取り入れている（単に行っている

だけ）授業が多いとの印象を得た。 
・州立教員養成大学（GCET）の授業においても生徒活動は取り入れられていたが、それら

は教師の行った説明を、配布された道具を使って再確認する程度であり、課題解決のため

の探求活動にはなっていなかった。また、学生に「てこの利点」や「てこの応用例」を発

表させていたが、明らかな誤答に対しても教師は何も指摘しておらず、州立教員養成大学

の教官の指導力も問題であることがうかがえた。 
・ほとんどの授業において、教師の側に「発問」の意識が乏しい。全体として Yes-No 質問

や What 質問による一問一答型が多く、生徒の回答をきっかけに議論を導くような姿勢は

見られなかった。それよりも授業の流れのなかで、生徒の理解（記憶）を確認するための

質問ばかりが目立ち、生徒の意識の流れ（疑問、つまずき、発見など）をうまく利用して

授業を組み立てていくという工夫はほとんどみられなかった。 
・実験室や実験機材をもっている学校も、それらを積極的に使って理科の授業を行うという

雰囲気ではなかった。これまで述べたような授業の様子から推測するに、単純に使い方が

分からない、壊すと困る4などということ以前に、子どもたちに体験させてやりたいとか、

活動を通して見つけさせたいというような意識の乏しさが感じられた。これは、「授業と

は何か」という学びの根幹にかかわる考え方であり、教員の意識改革の重要性が改めて認

められた。 
 
（2）教材の活用方法 

今回観察した授業においては、NISTE が開発を意図している簡易教材を、実際に使ってい

るものはなかった。このため、そのような教材がどのように、実験の目的を達成するために、

あるいは素材の良さを生かすように、扱われているかを理解することはできなかった。教科書

で紹介されている実験を演示している授業はあったが、例えばプラスチック製の皿の上で紙を

燃やしたり、ユニバーサル試験紙を素手で持って酸・アルカリ溶液に浸したりと、実験におけ

                                                        
4 実験器具が破損した場合は、教師が弁償することになっている。 
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る安全な操作に対する注意が不足していると認められるものが散見された。我々参観者がいた

ために、教師が緊張したり慌てたりしている様子は否めなかったが、実験をしていることを

我々参観者に示す目的で行っているように見受けられるものも多く、子どもたちの理解を促す

ための工夫や配慮は感じられなかった。実験室にある機材の様子から推察するに、ほとんどの

器具は一度も使われないまま錆び付いたり、劣化したりしているようであった。教材の活用方

法の知識の有無以前に、それらを使って授業を行うという意識そのものの欠如が問題であるよ

うに見受けられた。 
今回、NISTE のスタッフが行っている教員向けの研修も観察したが、そこでも安全に対す

る配慮の不足（マッチのすりがらや、薬品をかき混ぜたガラス棒を直接テーブルに置いてしま

う、ろうそくの炎の大きさとそれを置く位置への配慮が乏しいため、実験者のスカーフに火が

移る危険性がある、など）、参加者への見せ方の工夫の不足（ビーカーに張ってある薬品名を

書いたラベルが大きいため、中の反応が見えにくい、5 分後に確認すると言ったまま、それを

忘れてしまう、実験に直接関係のないものをいくつもテーブルに並べている、など）が見受け

られた。このように、「いかに誤りなく、効果的に伝えていくか」という、トレーナーとして

の資質を磨くことへの配慮が十分でないと感じられる場面があった。さらに問題なのは、教材

を紹介することに意識が注がれてしまっており、それをどのように授業のなかで活用すること

ができるのか、について十分な提示がなされていないことと、研修においても、トレーナーが

前で演示するにとどまっており、参加型の研修になっていないことがあげられる。 
 

（3）教室内で生徒・教員が抱える課題 
聞き取り調査を通して得られた、教員たちが課題として意識している事項には以下のような

ものがある。 
・教師としての業務の負担について  

－1 クラスの生徒数が多い。 
－1 人の教師が担当する授業数が多い。 
－授業が多学年にわたることが多い。 
－翌日の学習活動案、週案などを作ることに多くの時間をとられてしまう。 
－学校までの通勤距離が遠い。特に女性の教員にとっては通勤が大きな負担。 

・教員研修について 
－研修機会が少ない。特定の教員だけが何度も参加している。 
－身の回りの素材などを使った簡易な実験を行う手法を学びたい。 
－教科の内容をきちんと復習する研修に参加したい。 
－イスラマバード（Islamabad）で行われる研修に出たくても、なかなか家を空けられな

い。長くても 2 週間までとしてほしい。 
・学校の施設・設備などについて 
－教科書が揃っていない。 
－インフラの整備が不十分。電気の供給が不安定で、特に午後は PC など使えない。 
－窓ガラスや壁、黒板などの補修が必要だが、その予算がない。 

・家庭や地域の協力について 
－子どもたちの親が学習の重要性を感じていない。宿題をやらせなかったり、安易に学校



 －12－

を休ませたりする。 
また、教員たち自身の意識には課題として感じられなくても、今回第三者として課題と認識

したことには、以下のようなものがある。 
・現状でより良く授業を行う工夫を感じられない。その責任を何者かに押しつけて、努力す

ることを怠っているように感じる。 
・上述の課題に関して、特に道具や機材が使えなくても、効果的な授業をつくるという発想

に乏しい。あるいは、道具や機材などの環境が整わないから良い授業ができないのだと錯

覚している。 
・授業の基本である「発問」の重要さに気づいていない。たとえ丸暗記をさせる授業であっ

ても、効果的に覚えさせる働きかけというものがあるはず。インタラクションの重要性に

考えが及んでいない。 
・「子どもたちが主体的に考える授業」のイメージがない。そもそも授業とは教師の側から

知識を与えるものだという固定観念から抜け出せない（そのような考えから脱却するきっ

かけが与えられない。あるいは、そのような考えにとらわれていること自体に気づいてい

ない）。 
 

（4）理科実験室  
今回訪問した学校にはすべて実験室があり、机・いす及び必要と思われる資機材が備えられ

ていた。これらは州政府の負担及びドナーの支援〔特にアジア開発銀行（ADB）理科教育プ

ロジェクトが支援した実験室及び機材〕によって整備されている。実験室には、基本的なガラ

ス器具（試験管、ビーカー、メスシリンダー、フラスコ、ガラス棒、ガラス管など）をはじめ

として加熱器具（ブンゼンバーナー、アルコールランプ、三脚など）、測定器具（温度計、直

定規、ノギス、上皿てんびん、電圧計、電流計など）、観察器具（虫眼鏡、顕微鏡、解剖セッ

トなど）やその他単元の実験に必要な機材（豆電球、モーター、配線材、レンズ、プリズム、

光源装置、水槽、移植ごてなど）、薬品（酸、アルカリ、金属類及び指示薬など）及び掛け図

（人体図、食物連鎖図など）などが備えられていた。1 クラスの生徒数が 50 人から 90 人とい

う話であったので、その子どもたちが十分に活動するには数量が足りないと認められるものも

あったが、品質としては生徒が活動を行うのに問題のないレベルのものが選ばれていると判断

された。 
 
２－２ 教員を取り巻く状況 

２－２－１ 教員の数 
表２－１と表２－２は、州ごと、学校レベルごとの教員数を公立校と私立校について示したもの

である。この 2 つの統計から、モスク学校においては、そのほとんどが男性教員のみであること、

またモスク学校は農村部に圧倒的に多いことなどが読み取れる5。またイスラマバード州において

は、初等学校教員の多くが女性である点が、他の州と比較して特徴的である。これは、イスラマバ

ード州の教育方針である「初等教育レベルの教育においては、生徒にとって母性的な愛情を注ぐこ

とのできる女性教員による指導が、子どもたちの成長・発達にプラスの効果を促す」という方針に

                                                        
5 単純に学校数を比較しても、農村部のモスク学校は都市部の 10 倍程度の数となっている。 
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沿ったものであり、将来的にはすべての初等学校教員を女性にする方針である6。 
 

表２－１ 公立校における州別・地域別・男女別教員数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出所：Academy of Education Planning and Management, Ministry of Education “Pakistan Education 

Statistics 2004-2005” を参考に調査団が作成 
 

                                                        
6 Dr. Zaigham Janjua, Deputy Director (Training & Research), FDE（連邦教育局）よりの聞き取り。 
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表２－２ 私立校における州別・地域別・男女別教員数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：Academy of Education Planning and Management, Ministry of Education “Pakistan Education 

Statistics 2004-2005” を参考に調査団が作成 
 

私立学校の場合は公立と状況が異なり、全体として女性教員の数が多いという特徴がある。特に

パンジャブ、シンド（Sindh）、イスラマバード州の初等学校では女性教員の割合が高く、それぞれ、

83％、84％、89％となっている。一方、北西辺境州（NWFP）では 50％にとどまっている。今回は

私立学校への聞き取りを行っていないので、この理由については調査していない7。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                        
7 ちなみに日本の学校（国、公、私立の合計）における女性教員の比率は小学校で 62.7％、中学校で 41.1％となっている（文部科学

省「データから見る日本の教育（2006 年）」）。 
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表２－３ 学校当たり教員数・教員当たり生徒数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：Academy of Education Planning and Management, Ministry of Education 
“Pakistan Education Statistics 2004-2005” を参考に調査団が作成 

 
教員数が授業運営の観点で適切であるかどうかを、表２－３のデータを手がかりに推測する。初

等学校レベルの教員 1 人に対する生徒数は、最も多いパンジャブ州と NWFP で 37 人となっている。

日本の学校（国、公、私立の合計）では、教員 1 人当たりの児童・生徒数は小学校で 17.3 人とな

っており、また、1 クラス当たりの児童・生徒数は小学校で 26.1 人となっている8。このように、

教員当たりの生徒数よりも、クラス当たりの生徒数が多くなるのが一般的である。したがって、パ

ンジャブ州と NWFP で 1 教員当たりの生徒数が 37 人であることは、すなわちクラス当たりの生徒

数が少なくともこれ以上で、さらに、これに俗にいう幽霊教員の存在や教員の欠勤率の高さを加味

すれば、聞き取り調査で頻繁に聞いた「1 クラス当たりの生徒数は 50 人から 90 人」という数字も

可能性として十分あり得る。したがって統計上の教員 1 人当たりの生徒数が 37 人、あるいは NWFP
のモスク学校における 40 人という数字は、実際にはそれを大きく超える生徒が在籍することを意

味し、子どもたち一人ひとりに目を配ることのできる数を超えていると推測できる。 
また、初等学校は 5 学年あるにもかかわらず、1 学校当たりの教員数がイスラマバードを除くす

                                                        
8 文部科学省「データから見る日本の教育（2006 年）」 
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べての州で 5 人を下回っていることから、多くの学校で 2 部授業が実施されている。 
 
２－２－２ 教員資格制度 
パキスタンには教員免許制度や認定試験はないが、教員になるためには教員養成課程を修了する

ことが求められている。これまでは、初等学校教員となるには、次の資格が必要とされていた。 
・Primary Teaching Certificate（PTC）：高校 2 年（10 年生）卒業後 9 ヵ月の養成コースで取得（1

～5 年生を指導できる） 
・Certificate in Teaching（CT）：CT は短大（Intermediate College）2 年（12 年生）卒業後 12 ヵ月

の養成コースで取得（1～8 年生及び 6～8 年生を指導できる） 
しかし、教育の質に絡んで教員の質の問題が取りあげられるなかで、初等学校教員の資格につい

てもしだいに高いレベルが要求されるようになり、National Education Policy 1998-2010 では「PTC
取得のための必要資格を高校卒業レベルから短大卒業レベルに引き上げる。同時に Diploma コース

（10 年＋3 年）を開設する後注 25」ことが示されている。しかし、実施には至っていない。 
・Diploma Education：高校 2 年（10 年生）卒業＋3 年の養成コース又は短大 2 年（12 年生）卒

業＋1.5 年の養成コース（1～8 年生を指導できる） 
さらに National Education Policy 2008（草案）では、Policy Actions の第 1 項に「初等・中等学校

教員に必要な資格は、学士（教育学士が好ましい）以上とする。高等学校及び短大レベルでは、2018
年までに全員修士以上であるようにする。PTC 及び CT 資格は、教員がより高い資格を身につけて

現場に立つことによって、少しずつなくしていく後注 26」と具体的に示されるなど、教員資格を上

げる方向性が示されている。 
また、初等・中等教育レベル以上を指導できる教員資格については以下のものがある。 
・Bachelor of Education：短大（12 年生）卒業＋1 年の養成コース（1～10 年生を指導できる）、

又は、大学（14 年生）卒業＋1 年の養成コース（1～12 年生を指導できる） 
 
２－２－３ 教員の質 
本調査においては、直接教員の質を測るような調査は行っていないが、インタビューのなかで得

られた情報から教員の質について議論する。表２－４は、教員の有する資格についての調査結果で

ある。 
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表２－４ 教員の資格 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：Federal Bureau of Statistics “National Education Census 2005”を参考に調査団が作成 
 

この表から分かるように、教員の約 4 分の 1 が無資格であり、いずれの養成研修も受けていない。

特に、私立校で無資格教員の割合が高く、半数以上を占める。私立校では女性教員の数が非常に多

いが、その約 6 割が無資格であることは特徴的である。しかし、これらの無資格教員と残り 4 分の

3 の有資格教員の質の比較において、顕著な差違が認められないとの調査9もあり、聞き取り調査

のなかでも同様な意見を述べる者もあった。これは以下に述べるような教員養成研修の不十分さを

表していると考えられる。 
教員の質については様々な議論があるが、基本的には「専門性」と「職業倫理」の 2 つの要素か

ら構成される。「専門性」には①教育の理念や人間の成長・発達についての深い理解、②教科など

に関する専門的知識、③教育技術及び実践的な指導力などがあげられ、「職業倫理」については④

教育者としての使命感、⑤児童・生徒に対する教育的愛情、⑥広く豊かな教養と人間性、⑦子ども

の教育及び福祉に対する責任感などがあげられる10。 
今回の聞き取りで最も多く聞かれたのは、特に初等学校教員の「②教科などに関する専門的知識」

の低さについての指摘であり、とりわけ指導すべき教科内容の理解ができていないとのことであっ

た。例えば理科についての知識は、教員養成課程でほとんど指導されていない。GCET においては、

カリキュラムに教科内容の学習は含まれておらず、政府初級教育カレッジ（GECE）では、教科内

容の復習がカリキュラムに含まれている（カリキュラムのうち指導法が 50％、教科内容が 50％）

にもかかわらず、実際には理科の内容を指導できる（理科の専門性をもった）教官がいない。また

1 年間の履修期間では、指導法の修得に精一杯であり、教科内容の授業はほとんど行われていない。

したがって、これらの養成課程を修了した教員の理科の知識は、自身が生徒として学んだ授業のな

かで身につけた知識のみであり、彼らを指導した教員も同様の背景しかもち得ない。このことから

教員の理科に対する専門性の低さは想像に難くない。 
次に多く聞かれたものは、「④教育者としての使命感」及び「⑦子どもの教育及び福祉に対する

責任感」の欠如である。第一の理由は、教員の給与が低いことであった。教員の多くが副業をもち、

実際に政府もそれを認めている（あるいは「推奨している」との答えもあった）。このため、教員

の多くが、午後の授業が終われば副業に精を出し、極端な場合は早退、あるいは欠勤して副業に励

                                                        
9 UNESCO (2006) SITUATION ANALYSIS OF TEACHER EDUCATION IN PAKISTAN 
10 昭和 62 年臨時教育審議会答申を参考に調査団が分類した。 
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む者もあるとのことであった。また教育実習生を受け入れると、授業を彼らに押しつけて本人は学

校へ来ず、副業にいそしむ者もあるとのことで、当然、十分な指導を受けられなかった実習生が教

員になるという悪循環を生んでいる。 
パキスタンの教員を取り巻く就労環境の厳しさは給与にとどまらない。ヒアリングにおいては、

以下のような課題があげられた。 
・教員の社会的地位が低い。特に男性教員は「知識はあるが、他の職に就くことができなかった

（「educated unemployed」とも呼ばれる）ため、しかたなく教員をしている」とみなされる。 
・就労条件が厳しい。学校そのものにおける労働環境が好ましくない（ほとんどにトイレがない、

飲み水がない、校庭がない、敷地に塀や囲いがない、校舎そのものがない、また、1 クラスの

生徒数が多いため授業を行うこと自体が苦労であるなど）ため、進んで教員になりたいとは思

わない。 
・他の職種に比べて昇進や昇給の魅力がない。 
・欠勤や副業など、好ましくない勤務状況であっても州教育局の目は届きにくく、直属の校長や

PTA などから注意を受けることはあるが、この理由で減給や処分を受けることはない。その

ため、悪い習慣がなかなか改善されない11。 
 
２－２－４ 教員の待遇 

前項でも述べた教員の質の低さと関係の深い教員給与の低さは、勤務姿勢にも大きく影響してい

ると推測できる。初等学校教員の給与はおよそ 1,500 パキスタン・ルピー（Rs）（22 米ドル）から

3,000Rs（44 米ドル）程度であり、家族を養うのにはとても足りない。ちなみに、2008 年の最低賃

金は 4,600Rs12となっている。 
表２－５は、NWFP 及びパンジャブ両州のそれぞれ 3 つの District における教員の欠勤率を 1997

年と 2004 年の 2 回にわたって調査したものである13。 
 

表２－５ 教員の欠勤状況 

 
 
 
 
 

出所：Population Council, Ltd. (2007) 
 

欠勤理由の第一は副業とみられるが、必ずしも教職経験年数や研修参加経験の豊富さ、学歴の高

さが一様に欠勤率を下げる要因にはなっていない。逆に、経験年数の豊富な教師ほど上手に立ち回

って学校に来ない傾向さえ見られるとの報告がなされている。 
 

                                                        
11 この点について ICT では、Area Education Officer（AEO）が頻繁に学校を訪問し、教員の勤務状況などについて情報を得るように

努力しているとのことであった。 
12 Wasful Hassan Siddiqi (2007) Federal Budget, 2007-08 A Critical Review 
13 Sharon Ghuman and Cynthia B. Lloyd (2007) Teacher Absence as a Factor in Gender Inequalities in Access to Primary Schooling in Rural 

Pakistan 
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２－２－５ 視学官制度 
今回の調査では、他国で Supervisor や Inspector と呼ばれる役職人材に出会わなかったが、業務

の内容からは ICT における、Area Education Officer（AEO）がこれにあたるものと思われる。AEO
の業務は、以下のとおり。 
・1 日に最低 1 校を訪問し、学校運営・行政に係る情報共有、意見交換を行う。 
・授業観察や校長・教員への聞き取りを行い、必要に応じて授業内容や学習指導案についての技

術的な支援を行う。 
・校長や副校長向けの研修（毎年 6 日間のプログラム）を行い、講義、討論や課題発表などを通

して、学校運営だけでなく授業や教材・教具についての知識・技能を身につけさせる。 
ICT のある地域の AEO の例では、78 校を担当しており、1 日に最低 1 校を回ることによって、2

ヵ月に 1 回は同じ学校を視察できるようにしているとのことであった。 
 
２－３ 教員養成・現職教員研修 

２－３－１ 全体的な状況 
現場視察の機会が限られていたため、教員研修活動の質についての分析は難しいが、聞き取りの

結果もあわせた現状分析の結果は以下のとおりである。 
① 連邦の教員資格制度に基づき、1994 年に改定された教員養成課程のカリキュラムがあり、

全州で用いられている。しかし 2006 年の学校カリキュラムの変更に応じた教員養成カリキュ

ラムの見直しは行われていない。 
② 連邦の教員養成・研修は限られており、基本的に各州の責任で教員養成・現職教員研修を実

施している。州の活動の指針となるような基準や、教員の能力（コンピテンシー）の設定は連

邦レベルで行われていない。 
③ 教師教育全体に関する中長期計画がなく、教員養成研修と現職教員研修で一貫した考え方に

基づく教師教育が実施されていない。 
④ 州レベルには様々な教師教育関連機関があり、役割の重複、非効率な運営が見られる。 
⑤ 教員養成課程修了者のおよそ 50％しか教員とならない（女子については卒業後結婚して家

庭に入る者も多い）一方で、多くの無資格の教員の存在があり、教員養成課程の効率性が非常

に低い。 
⑥ 教員養成課程においては、教科の専門性を高める授業が不足しており、特に初等学校教員の

理数科の専門知識が不足している。 
⑦ 今回のカリキュラム改編に伴う指導法の改革は、学校現場には求められているものの、教員

養成課程には具体的に求められてない。新しい指導法については、NISTE が行う研修又は各

州のカリキュラム局や教科書委員会が行うオリエンテーションと、パンジャブ州の継続的な専

門能力開発（Continuous Professional Development Framework：CPD Framework）で配布されて

いる Basic Foundation Modules（BFM）による自己研修（自習）で扱われているのみであり、

新しい指導法について具体的に研修させる仕組みは連邦、州ともに欠けている。 
⑧ 教員養成校の授業も伝統的な指導法に偏り、新しい指導法について十分に指導されていな

い。このため、教員はこれまでの教師主導型から脱却していない。 
⑨ 現職教員研修については、各州が独自に予算を確保し、その責任において継続的に行う研修

や、それを規定する計画は存在しない。パンジャブ州の CPD Framework が唯一の政策である。 
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⑩ ドナーが行う教員研修プロジェクトは、その後の継続性についての配慮に欠けているものが

多い。プロジェクトで実施する研修を、州の研修計画にどのように位置づけるかまで、踏み込

んで支援しているものは少ない。プロジェクト期間中に育てたマスタートレーナーなど指導的

立場にある人材を、その後どのように州の研修で活用していくのか、の検討もなされていない。 
 
以下、連邦と 4 州（パンジャブ、北西辺境州、バロチスタン州、シンド州）の教師教育について

説明するが、各州はそれぞれ独自の組織と編成によって教師教育を行っており、同じ名称の機関で

も異なる役割を担っているものもある。表２－６は各州の教師教育関連機関をまとめたものであ

る。 
 
 
 



 －21－

表２－６ 各州における教師教育関連機関 

担当 
州 

教師教育全体 教員養成 現職教員研修 

パンジャブ州 DSD (Directorate of Staff 
Development) 
UOE (University of 
Education) 

UOE (University of 
Education) 
GCET (Government of 
College for Elementary 
Teachers) 
 

PITE (Provincial Institute 
of Teacher Education) 
GCET (Government of 
College for Elementary 
Teachers) 
DTSC (District Training 
and Support Centre) 
CTSC (Cluster Training 
and Support Center) 

イスラマバード

首都圏 
FDE (Federal Directorate 
of Education) 

FDE (Federal Directorate 
of Education) 

研修局（Training Wing）

北西辺境州 DCTE (Directorate of 
Curriculum and Teacher 
Education) 
 

RITE (Regional Institute 
of Teacher Education) 
GCPE (Government 
College of Physical 
Education) 
GATTTC (Government 
Agro Technical Teachers 
Training Centre) 
PITE (Provincial Institute 
of Teacher Education) 
Department of Education 
in Universities 

RITE (Regional Institute 
of Teacher Education) 
 

バロチスタン州 BOC (Bureau of 
Curriculum)） 

GECT (Government 
Elementary College for 
Teachers) 
COE (College of 
Education) 

BOC (Bureau of 
Curriculum) 
PITE (Provincial Institute 
of Teacher Education)  
ETRC (Education 
Technology Resource 
Centers) 

シンド州 BCEW (Bureau of 
Curriculum and Extension 
Wing) 
PITE (Provincial Institute 
of Teacher Education) 

GECE (Government 
Elementary College of 
Education) 
Department of Education 
in Universities 

DETRC (District 
Education Technology 
Resource Centre) 
DETRC (Division 
Education Technology 
Resource Centre) 
REEC (Regional 
Education Extension 
Centre) 
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２－３－２ 連邦政府による教員養成・現職教員養成 
連邦レベルで職能研修を管轄するのは Ministry of Education の Training Wing であり、Centres of 

Excellence、National Educational Institutions、Higher Education Commission、Federal College of Education
などの高等教育関連機関、及び NISTE をはじめとして National Vocational & Technical Education 
Commission、Polytechnic Institute for Women など科学・技術教育機関などが傘下にある。実質的に

は、Training Wing はこれらの管理・運営を行うのみであり、研修事業そのものはそれぞれの機関

が権限をもって行っている。理数科に関して全国を対象に教員研修を行っている NISTE について、

以下に取りまとめる。 
 

（1）概 要 
NISTE には理数科教育部門と技術教育部門があり、理数科教育部門では主に中等学校（6～

8 年生）及び高等学校（9、10 年生）レベルの教員を対象に、夏期休業などを使って現職教員

研修を行っている。2007 年度は、初等学校（1～5 年生）レベルの研修は行っておらず14、中

等学校レベルの教員向けコースを 3 回、高等学校レベルの教員向けコースを 5 回実施した。各

研修コースの期間は 4 週間で、それぞれの州や地域が、選定基準にかなった参加者を選定し

NISTE に送って研修に参加させている。ここで研修を受けた教員たちは一般にマスタートレ

ーナーと呼ばれ、地方に戻って教員研修のリーダーとして活躍することを期待されているが、

これらリーダーの活用は州や地域に任されており、また NISTE 自身には、彼らの活動の様子

をモニターする仕組みは確立していない。 
 
（2）組 織 

NISTE は科学教育部門と技術教育部門及び管理部門の大きく 3 つから成り、科学教育部門

が理数科の教員研修を担当している。NISTE 全体の職員定員は 180 人、本調査時点（2008 年

4 月 17 日の資料）では 148 人が勤務していた。うち、15 人の職員が理数科の専門性をもって

おり、教員向けの研修会を運営するとともに、NISTE 配属のシニアボランティア（SV）から

技術指導を受けている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：NISTE の資料を基に調査団が作成 

図２－１ NISTE 組織図 

                                                        
14 初等レベルの教員は理科の背景が乏しいため、効果的な研修が難しいという理由である。 
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（3）研 修 
実際の研修は連邦機関としての公平性を保つ形態で実施されている。研修期間は 4 週間、1

グループの受講生の数は 40 人〔うち、パンジャブ州 14 人、シンド州 8 人、北西辺境州 6 人、

バロチスタン州 4 人、連邦直轄部族地域（FATA） 2 人、連邦直轄北部地域（FANA） 2 人、

アザド・ジャンムカシミール（AJK）2 人、軍管轄下の学校 2 人〕などとなっているが、特定

の地域や内容を対象としたものやドナーの支援の下に行われる研修については、この限りでは

ない。2005～2006 年の理数科研修実績は、合計 9 回（初等 1 回、中等物理 2 回、化学 2 回、

生物 2 回、数学 2 回）で計 317 人の教員が出席した。 
研修内容は教科内容及び教育法・指導法から成り、特に生徒活動の組み立て、模擬授業と検

討会、身の回りの素材を利用した教材の作成と活用などに力を入れている。なかでも、3 代に

わたり派遣されてきたシニアボランティア（SV）の活動を通して、身の回りの素材を利用し

た教材の有効性が認められ、パキスタンの理科教育の抱える 2 つの課題（実験・実習のための

機材が十分でない、生徒が主体的に学ぶ授業が行われていない）を克服するものとして大きな

期待が寄せられている。またこのことが今回のプロジェクト形成の発端ともなっている。 
2004 年には「身の回りの素材を利用した授業（Teaching through Easily Available Materials）」

という概念を形成し、TEAM Activity というフレーズで普及活動をしている。 
 

（4）人 材 
先に述べた 15 人の職員は、各分野の専門性を備えているため、TEAM Activity のアイデア

を理解し、SV の指導の下、現場で活用可能な教材を作る技能を次第に身につけているとのこ

とである。しかし、もう 1 つの課題である「それらを生かして、生徒が主体的に学ぶ授業を構

築する」ことに関しては、特に初等学校での指導経験をもつ者がおらず、「２－１－４ 教室

における理科教育の現状（2）教材の活用方法」で述べたような、配慮の乏しい研修となって

いる。今後、日本での現場経験のある専門家、SV、青年海外協力隊（JOCV）の支援を受けな

がら授業構築に関する技能を磨いていくことが期待される。同時に、地方の初等中等学校を積

極的に訪問し、授業観察を行うとともに教員たちへの聞き取りを通して、実際に現場ではどの

ような指導が行われ、NISTE にはどのような支援が期待されているのか、どのような授業づ

くりをめざしていくべきなのかなどの情報を整理し、めざす姿をきちんと設定して研修内容の

質的向上を行う必要がある。 
 
２－３－３ パンジャブ州政府における教員養成・現職教員養成 
（1）教員養成・現職教員養成に係る政策 

1959 年、教育普及センター（Education Extension Centre：EEC）が西パキスタンの教師教育

機関として設立される。1970 年に EEC の管轄地域がパンジャブ州に限定され、1993 年には教

員教育局（Directorate of Staff Development：DSD）と改名される。その後、州教師教育機関

（Provincial Institute of Teacher Education：PITE）、州立教員養成大学（Government of College for 
Elementary Teachers：GCET）とともに一度 University of Education（UOE）に併合されるが、2004
年、世界銀行支援のパンジャブ州教育セクター改革プログラム（Punjab Education Sector Reform 
Programme：PESRP）開始を機に教師教育の重要性が再認識され、関係機関の組織改編が行わ

れた。その結果、DSD は UOE との連携を断って PITE 及び GCET とともにパンジャブ州の教
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師教育の中枢機関として機能するようになる。 
DSD は 2006 年に州の教師教育に係る施策として、「継続的な専門能力開発（Continuous 

Professional Development Framework：CPD Framework）」を打ち出し、教員養成研修、現職教員

研修、教師教育者及び教育関係機関のスタッフを対象とする総合的な職能研修を開始した。

DSD は、これにかかわる一切の事務管理、経理、モニタリング及び評価を行っている。本調

査時点で、CPD Framework は初等学校の教員を主な対象として研修を行っており、今後、中

等レベルにもそのサービスを広げていく計画である。 
ただし、DSD が打ち出している教員の職能に関する考え方は、UOE とは共有されておらず、

UOE の承認が必要な GCET における教員養成カリキュラムには反映されていない。 
 

（2）教員養成 
1） University of Education (UOE) Township Campus Lahore  

UOE Township Campus は 1979 年に Government College of Education for Science として、理

科教員の不足を補う〔Bachelor of Science（B. Sc.）及び Bachelor of Education（B. Ed.）の両

方を 2 年間のコースで提供する〕目的で設立された。2002 年には UOE に合併され、更に以

下の 6 コースを新設し、後期中等及び高等教育レベルの理科教員に対する養成課程を提供し

ている。 
・B. Ed.   
・B. Sc., B. Ed.   
・M. Sc. Chemistry, B. Ed.   
・M. Sc. Mathematics, B. Ed.    
・BS (Hons) Chemistry, B. Ed.  
・BS (Hons) Mathematics, B. Ed. 
UOE は「体験を通して学ぶ」授業の効果を高く認めており、学生に対しても生徒活動を

取り入れた授業の実践を促し、また実験・実習の授業のなかでは improvisation も取り上げ

ているとのことである。特に教育実習の期間中に、機材が十分にない現場の状況を把握して、

手作り教材などを使った授業の実施を推奨している。 
また UOE は、現職教員の理科に対する知識や技能の不足を十分感じ、聞き取りを行った

副学長は現職教員に対する研修の提供方法を模索しており、パンジャブ州に働きかけて現職

教員研修を行う理科教育センター（Science Education Centre：SEC）を UOE の機関として併

合することを考えているとのことであったが、現在のところ州政府は SEC を現職教員研修

を管轄する DSD の傘下に置く方針のようである。  
 

2） Government of College for Elementary Teachers（GCET） 
GCET は初等・前期中等教員免許（CT）及び初等教員免許（PTC）の教員資格を付与する

機関として、1974 年から教員養成研修を行っている。その後、2000 年から B. Ed.コースを

提供することとなり、実質 CT 及び PTC コースは終了している。さらに、2004 年には M. Ed.
コースの提供も始めており、現在はこの 2 コースが運営されている。 
また、2004 年に開始された PESRP の下、2005 年 8 月には DSD の管理下に置かれること

となった。これにより、DSD は教員養成研修及び現職教員研修双方の連携のとれた教師教
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育を行うことが可能となり、同時に、州内に 33 ある

GCET（うち 28 校が男子校、5 校が女子校）は、DSD
の運営する現職教員研修プログラムの実施機関の 1 つ

である県研修支援センター（District Training and 
Support Centre：DTSC）の役割を担うことになった。 

GCET における養成課程は、学士以上の修了者

〔Bachelor of Arts（B. A.）あるいは B. Sc.〕を対象に、

1 年間で教授原理・教授法の履修及び教育実習を行う

ことになっており、理科をはじめとする各教科の内容

は履修しない15。また、2007 年には文系・理系の科目

に分かれての選択制となったため、文系の学生は選択

科目である理科及び数学を履修しなくなった。また、

卒業生の進路を追跡する仕組みはなく、卒業生のうち

どれだけの学生が教員となるかは把握していない。理

系コースの学生は文系に比較して数が少なく、また卒

業後も工学・技術の分野に進む者もあるため、理科の教員になる者は少ないと考えられる。 
 

（3）現職教員研修 
CPD Framework は図２－２のような組織からできている。GCET は、前述のとおり B. Ed.

及び Master of Education（M. Ed.）コースの教員養成課程を提供するとともに、DTSC の役割を

担っており、各ディストリクトにおける現職教員研修の会場・機材及び人材を提供している。 
現職研修は、カスケード方式とクラスター方式を複合させた形で行われる。 
① PITE を会場に、各ディストリクトからの教師指導主任（Lead Teacher Educators：LTE、
各ディストリクトから 6 人ずつ、計 210 人）に対する研修を、DSD と PITE のスタッフが

行う（毎年 1 回、5 週間）。 
② 各 DTSC を会場に、各クラスターからの県教師指導員（District Teacher Educators：DTE、
州全体で約 4,500 名）に対する研修を、LTE が行う（毎年 1 回、2 週間）。 

③ 各クラスター研修支援センター（Cluster Training and Support Center：CTSC）を会場に、

各クラスターに所属する現職教員に対する研修を、DTE が行う（毎年、夏期休業中に 1
回、1 週間）。LTE はこの研修をモニタリングする。 

④ 毎月の Professional Development Day には、クラスターに所属する現職教員が CTSC に集

まり、DTE の指導の下、日常の実践について話し合う（年間 9 回）。また、DTE は研修日

以外の平日、担当するクラスターの学校を最低 2 校訪問して授業観察などモニタリングを

行う。 
⑤ 上記の集団研修のほかに、現職教員は DSD が作成した Basic Foundation Modules（BFM）

を使って自己研鑽を積むことになっている。BFM は教科ごとに編纂され、教員の知識（教

科内容）、技術、態度を高めるための教材となっている。 
 

                                                        
15 今回訪問した GCET では、90 人の学生のうち 12 人のみが理科を履修していた。 

出所：聞き取りを基に調査団が 
作成 

図２－２ パンジャブ州教師教育

関連機関 
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２－３－４ イスラマバード首都圏における教員養成・現職教員養成 
（1）教員養成・現職教員養成に係る政策 

イスラマバード首都圏（ICT）における教員養成は連邦教育局（Federal Directorate of 
Education：FDE16）、現職教員研修は研修局（Training Wing）が管轄している。現職教員研修に

係るフレームワークがあるとのことであったが、今回の調査では入手できなかった。 
 

（2）教員養成 
今回の調査では、ICT における教員養成についての情報は入手していない。 

 
（3）現職教員研修 

現職教員研修はクラスター方式をとっており、ICT 内でリソース･センターとなり得る学校

を（研修を行うスペースや対象地区教員の通いやすさなどに基づいて）選定し、ここを中心に

クラスターが構成されている。なお、このリソース・センターは初等、中等あるいは高等学校

教員など、対象レベルによらず同じセンターを利用している。 
研修開始当初は教師のニーズ･アセスメントに基づく教科単位の内容研修を主としていた

が、その後学習指導案の作成、コミュニケーション・スキル、テスト及び評価などについても

広く学ぶようになっている。これらの内容は、対象者のニーズと FDE の意図（ドナーが支援

のプロジェクトも含む）とから選定されている。特に理科教員の多くが科学的なアプローチを

行う指導法を実践できないという事実から、2004 年に TEAM Activity を取り入れた。この方

法は多くの教員に驚きを与え、また実践を続けるなかで、生徒の理解促進にも効果のある方法

だということが分かったため、重要な指導法として研修を続けている。日本の支援（青年研修、

課題別研修など）によって、日本の小中学校での理科の授業実践を学んで帰った研修生（36
～37人ほど）が中心となって普及に努めている。現在は各クラスターに 3、4人の TEAM Activity
のマスタートレーナーが活躍している。 

 
２－３－５ 北西辺境州における教員養成・現職教員養成 
（1）教員養成・現職教員養成に係る政策 

北西辺境州（NWFP）では 2006 年に国家教育政策とミレニアム開発目標を達成するための

中期行動計画として、5 年間の教育セクタープランがドラフトされている。この計画において、

質の確保のためのアプローチとして、教師教育が取り上げられており、①教師教育に係る包括

的な戦略の策定、②教師教育の基準の設定と認定を行う独立した外務機関の設立、③教師教育

機関の運営の改善、④教師教育カリキュラムと教材の見直しによる教師教育の質の向上、⑤関

係機関の調整メカニズムの構築の 5 つの目標が設定されている。 
複数の教師教育機関による重複は、NWFP でも問題視されており、各機関の役割の明確化と

包括的な教師教育計画の策定が必要とされている。 
 

（2）教員養成 
NWFP はパンジャブ州のような教師教育を統括する組織をもたず、カリキュラム・教師教育

                                                        
16 Ministry of Education の付属機関。 
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局（Directorate of Curriculum and Teacher Education：DCTE）が、州内に 20 ある地方教師教育機

関（Regional Institute of Teacher Education：RITE）、政府体育教育カレッジ（Government College 
of Physical Education：GCPE）及び政府農業技術教員研修センター（Government Agro Technical 
Teachers Training Centre：GATTTC）を管轄して教員養成研修を行っている。RITE は PTC 及び

CT コースを提供していたが、近年新規教員の供給過多になってきたことから、そのうちの 10
校を休校とし、更に残りの 10 校も 2005 年の時点で 3 年

間も休講措置をとっている17。 
PITE は 1993 年に ADB の支援によって DCTE とは独

立して Provincial Secretary of Education の下に設置され、

教員養成及び現職教員研修を担当していたが、聞き取り

調査時点では管理職研修を行っているとのことであっ

た。その研修運営には RITE の教官たちを動員しており、

また組織の見直しから PITE を Education Sector Reform 
Academy と改名する予定である。 

B. Ed.及び M. Ed.コースを提供する大学と、DCTE や

PITE の間にはほとんど連携がないようである。 
 

（3）現職教員研修 
現職教員研修は DCTE が中心となり、RITE を使って行っている。特に生徒の主体的な学習

過程の構築に力を入れるべきだと考えており、約 4,000 人の現職教員に行った研修ニーズ・ア

セスメントも、教科内容の理解と生徒中心の学習を運営する知識・技能が不十分であるとの結

果を得た。これに基づいて、州独自の現職教員研修マニュアル（教科内容の理解と指導法を中

心とした 54 講義、18 日間の研修で構成）を作成して研修を行っている。 
この研修マニュアルは、特に教科指導法に 6E-Approach（Engage, Explore, Explain, Expand, 

Evaluate, Excel）18を採用して、生徒中心の学習の普及を促している。また、このマニュアルに

は「Low-cost, No-cost」の講座を取り入れており、この方針と合致する JICA の新規プロジェ

クトが NWFP で実施されることを望む声もある。 
また、遠隔地の研修場所として、トレーニング・アウトポストが PITE に付属して設置され

ている。 
 
２－３－６ バロチスタン州における教員養成・現職教員養成19 

（1）教員養成・現職教員養成に係る政策 
バロチスタン州では、Bureau of Curriculum（BoC）が教員養成研修及び現職教員研修の内容・

運営など一切の管理を行っているが、中長期の教育セクター計画は策定されていない。 
 

 

                                                        
17 UNESCO（国連教育科学文化機関、2006）SITUATION ANALYSIS OF TEACHER EDUCATION IN PAKISTAN 
18 一般的に使われている 5-E model of science instruction に excel を追加したもののようである。 
19 今回の聞き取り調査では、州の関係者に十分な話を聞くことができなかったため、以下は、唯一聞き取りのできた現職教員の説明

と UNESCO の資料 UNESCO (2006) SITUATION ANALYSIS OF TEACHER EDUCATION IN PAKISTAN を参考にまとめたものである。 

出所：UNESCO を参考に調査団が

作成 
図２－３ 北西辺境州教師教育 

関連機関 
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（2）教員養成 
BoC の下に 11 の政府初級教育カレッジ

（Government Elementary College for Teachers：
GECT）と、教育カレッジ（College of Education：
CoE）が教員養成を行っている。GECT は PTC
及び CT コースを提供し、CoE は B. Ed.コース

を提供している。 
 

（3）現職教員研修 
現職教員研修は BoC の管轄下にある PITE

が実施しているが、そのほとんどがドナーの

支援による 2 週間前後の研修であり、州によ

る継続的な現職教員研修の計画やその経常予算はない。また、教育工学情報センター

（Education Technology Resource Centers：ETRC）が地区のリソース・センターとして設立され

ているが、現在はほとんど機能していないようである。 
聞き取りを行った教員によれば、州が企画・運営する現職教員研修は存在せず、中央で研修

を受けたマスタートレーナーが州に戻っても、その知識や技能を同僚に伝達講習する場は彼ら

の主体性による校内研修しかなく、近隣の教員たちにこれらを広める方策はないとのことであ

った。 
 
２－３－７ シンド州における教員養成・現職教員養成 
（1）教員養成・現職教員養成に係る政策 

シンド州では、2007 年からシンド州教育セクタ

ー改革プログラム（Sindh Education Sector Reform 
Program）を世界銀行の支援で実施しており、こ

のなかで教育の質の改善のための教員の採用の

改善、教員養成システムの構築、継続的な専門能

力の開発などが取り組むべき課題として取り上

げられている。包括的な教員研修計画の欠如、モ

ニタリング・評価の不足、各種研修機関の不明確

な目的・機能、などの問題点を踏まえ、このプロ

グラムではまず包括的な教師教育計画の策定と

関係機関の所掌の再構築に取り組むことになっている。 
シンド州も、パンジャブ州のような教師教育を統括する組織をもたず、カリキュラム普及局

（Bureau of Curriculum and Extension Wing：BCEW）と PITE が教員養成と現職研修を行ってい

る。現在のところ両者の間には明確な役割分担がないらしく、特に聞き取り調査を行った際の

印象では、ドナーの支援策や Provincial Secretary of Education の指示に従って柔軟に対応してい

るようである。 
 
 

出所：UNESCO を参考に調査団が作成 
図２－４ バロチスタン州教師教育 

関連機関 

出所：UNESCO を参考に調査団が作成 
図２－５ シンド州教師教育関連機関
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（2）教員養成 
初等レベルの教員養成研修（PTC 及び CT）は、州内に 25 ある政府初級教育カレッジ

（Government Elementary College of Education：GECE）20が担当しており、これら GECE は BoC
の直轄となっている。また、それ以上のレベルの教員養成研修（B. Ed.、M. Ed.、Ph. D など）

は大学の教育学部が行っている。 
 

（3）現職教員研修 
PITE は現職教員研修を主に担当し、また教材開発や研究活動も行っている。現職教員向け

の研修会を開く際には、GECE のスタッフ（マスタートレーナー）も動員することが多く、そ

の意味では BCEW と PITE が協力し合って現職研修を行っているとみなすことができる。 
初等レベルの現職教員研修は、基本的にドナーの支援があるときにのみ実施される。したが

って、研修内容や期間はその都度異なることになる。また、これまで理科に特化した研修を行

ったことはなく、5 領域（母語、算数、理科、社会、イスラム教）を総合的に行っている。ま

た、これらの研修は基本的に、マスタートレーナーによるカスケード方式をとっているが、現

在、効果的に実践できていないため、CoE はクラスター方式の研修運営を計画している。 
一方、中等レベルの現職教員研修は、ADB の理科教育プロジェクト（SEP）によって行わ

れたのみであるため、理科のみが対象となっている。 
また、バロチスタン州と同様に地方教育普及センター（Regional Education Extension Centre：

REEC）、管区教育工学情報センター（Divisional Education Technology Resource Centre：DETRC）
及び県教育工学情報センター（District Education Technology Resource Centre：DETRC）と呼ば

れるリソース・センターが地区に設立されているが、その状況については今回十分な情報を得

られなかった。 
 

                                                        
20 うち 14 が男子校、11 が女子校である。 
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第３章 理科分野の援助動向 

３－１ 国際機関の協力実績・動向 

（1）アジア開発銀行（ADB） 

プロジェクト名 C/P 機関 内 容 期 間 支援額 

Science Education 

Project I (SEP-I) 

MoE 

パンジャブ州 

シンド州 

NWFP 

バロチスタン

州 

・インフラ整備 

① Institute for Promotion of Science 

Education and Training を 1989 年に設

立（これが、同じく ADB の支援で

1986 年 に 設 立 さ れ た National 

Technical Teachers Training College と

1997 年 4 月に併合され、National 

Institute of Science and Technical 

Education となる） 

② 各州に Science Education Centre を

設立（Quetta、Peshawar、Lahore 及び

Karachi） 

③ 570 science rooms及び365 laboratories

を建設 

 

・機材供与 

① 570 Middle Schools、365 High Schools

及び 105 Teacher Training Institutes に

機材供与 

② 4,350 Science Kits を middle schools

に配布 

 

・カリキュラム、教科書、教材開発 

① Grade VI-VIII の General Science 

② Grade IX-X の Bio Chem Physics 

 

・海外研修 

① 16 人（Master Trainers、Supervisors、

Administrators and IPSET staff） 

 

・現職研修 

① 12,722 Science Teachers 

② 409 Master Trainers 

③ 187 Supervisors など 

1985-1994 

（終了） 

28.8M 

USD 
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プロジェクト名 C/P 機関 内 容 期 間 支援額 

Science Education 

Project II (SEP-II) 

MoE 

パンジャブ州 

NWFP 

バロチスタン

州 

FATA 

 

・インフラ整備 

① 632 Multipurpose Laboratories（MPL）、

393 Mathematics Resource rooms（MRR）

を建設（うち154校はMPL及びMRR

の両方を整備） 

② 126 校（77 の男子校及び 49 の女子

校）を Science High School として整

備 

 

・機材供与 

① 126 校の Higher Secondary School

（grade 6-12）に機材供与 

 

・現職研修 

① 2 万 5,000 人以上の理科及び数学

教員に新カリキュラムの研修 

② 241 人（IPSET スタッフ、SEC ス

タッフ及び SHS 教員）と 1,000 人の

Master Trainers に職能研修 

 

・既存施設の改善 

① IPSET及び各 SECに実験室、機材、

車両などを追加供与 など 

1999-2007 

（終了） 

75.0M 

USD 

MoE：Ministry of Educastion（教育省） 
USD：米ドル 
IPSET：Promotion of Science and Technical Education 

 
ADB のプロジェクト SEP-I、SEP-II は、機材整備・教員研修の分野でパキスタンの理科教育に

大きな影響を残している。そこで、これらのプロジェクトの反省点について触れ、JICA 事業の

参考としたい。 
・アンブレラタイプの支援は労力がかかる割に効果が出にくく、貸付による支援は効率的であ

ることが求められるという意味から、ADB としては継続しない方針である。地域をまたが

ったり、複数の活動を結びつけたりする働きかけは、1 つのコンポーネントの遅れや成果の

悪さが他に影響を及ぼし、全体的なパフォーマンスを低下させる。また、各コンポーネント

が中央組織を介して連絡を取り合うなど、効率を悪化させる要因が相対的に多くなる。今後

は、州や地域・地区がそれぞれの責任でプロジェクト活動を行う方向がよい。またこのため

に、プロジェクト関係者（実施組織）に対する効果的な（プロジェクト運営、経理、課題解

決、評価・報告などの技術に係る）研修を行う。 
・政治的・社会的な要因から、プロジェクト関係者のうちトップレベルの異動や退職が頻繁に
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起こる。次官をはじめ、組織の内外でプロジェクトを牽引する力のある者を常に育てていく

ことや、個人よりも組織に経験（知識・技能）を蓄積することを考える。 
・Planning Commission-I（PC-Ⅰ）によるプロジェクト運営は、プロジェクト活動の見込みと

実績に差違が生じた場合、対応が困難になることがある。効率的な運営を常に意識するとと

もに、PC-Ⅰの見直しを頻繁に行い、次年度以降に反映させる。 
・対象となる学校や教員のみでなく、コミュニティに対するプロジェクトの宣伝活動を行うこ

とによって、地域の意識が高まり、特に女子生徒やその両親に対する理解促進に効果がある。 
・プロジェクト期間のみの活動ではなく、その後も継続的に理数科教育の質を高めるため、政

府、教育省の努力を求める（教員資格認定のためのコースをきちんと運営する、ソフト・ハ

ード両面で学校の教育環境を整える、教科書を印刷・配布する、教材・教具を開発し配布す

る、など）。特に、モニタリング活動を継続し、研修などの成果が子どもの成績や退学率な

どにどのように影響を及ぼすかを見届ける必要がある。 
・プロジェクト調整委員会（Project Coordination Committee：PCC）は、教員研修に直接かかわ

る部門の代表だけでなく、財務局や計画局なども招いた組織とするのがよい。特に裁量権を

もつ立場の代表の出席を求めることが重要であると考える。また、PCC が定期的に開催さ

れるために、関係者の予定や動向をきちんと把握して、できるだけ欠席者を少なくする工夫

が必要である。 
・教員研修については、常にその出来映えをモニターし、研修内容や研修計画に反映させるこ

とを通して、最大の効果を生むよう運営していく。 
・政策や予算配備など確約できないものをプロジェクト活動の十分条件としない。 
・継続的に成果を生み出すため、NISTE と SEC の間に連携をもたせることが必要である。 

 
（2）米国国際開発庁（USAID） 

プロジェクト名 C/P 機関 内 容 期 間 支援額 

Education Sector 

Reform 

Assistance 

(ESRA) 

MoE 

ICT 

バロチスタン

州 

シンド州 

・以下の 6 分野における総合的支

援 

政策支援・教育計画、教師教育、

識字教育、コミュニティパート

ナーシップ、公立私立パートナ

ーシップ、ICT 教育 など 

・1,200 の学校の施設改善及び 3 万

4,000 人の教員/教育省関係者に

研修 

2002-2007 

（終了） 

83.0M USD 

（パキスタン

側も 76.0 M 

USDを負担）

Pakistani Teacher 

Education and 

Professional 

Development 

Program 

(PTEPDP) 

全 国 ・海外研修 

① 172 人の教師教育者（初等レベ

ルの理科、算数及び英語）が米国

での Certificate Program を修了。

受講生にはそれぞれラップトッ

プコンピュータを供与 

2003-2006 

（終了） 

5.0M USD 
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プロジェクト名 C/P 機関 内 容 期 間 支援額 

・国内研修 

① 米国との間での大学間連携及

びパキスタン国内での連携によ

るワークショップ開催や講師交

換 など 

② Master Trainer 向け研修会開催

Links to Learning: 

Education Support 

to Pakistan 

(ED-LINKS) 

MoE 

バロチスタン

州 

シンド州 

FATA 

・22 Districts の約 6,000 の中等学校

及び高等学校における教育の質

的向上を以下のような視点で支

援 

生徒の成績向上、就学率向上、

管理職の職能向上、より内容に

かかわる指導監督の向上 など

2008-2012 90.0M USD 

Strengthening 

Teacher Education 

in Pakistan 

(STEP) 

MoE 

HEC 

NISTE 

DSD 他 

・教師教育に係る以下の分野で質

的向上を支援 

教師教育政策の策定、教師教育

の質的基準の設定、教員資格認

定の組織づくり、教師教育に係

る組織連携 など 

2005-2008 3.3M USD  

HEC：Higher Education Commission 
 
（3）カナダ国際開発庁（CIDA） 

プロジェクト名 C/P 機関 内 容 期 間 支援額 

Strategic Technical 

Assistance & Responsive 

Transfer Fund 

MoE ・Education Sector Reform に

対する技術的な支援 

2002-2005 

（終了） 

0.2M USD

Pakistan Canada Debt for 

Education Conversion 

MoE 

各 州 

・総額の 90％が 4 州の教師

教育（主に教員養成校）

の改善に使われる 

2005-2010 130M CAD

Canada Pakistan Basic 

Education Project 

MoE 

パンジャブ州内の

District 及び教員養

成校 

・政策支援、組織開発、教

員及び管理職研修 

2006-2010 10M CAD 

Primary Education 

Support Program in 

Pakistan 

バロチスタン州 

NWFP 

・初等教育の質的向上（特

に女子及び貧困地域） 

2006-2011 13M CAD 

CAD：カナダ・ドル 
 



 －34－

（4）パンジャブ州 DSD へのドナー 

ドナー 支援分野 

世界銀行（WB） 

 

・Punjab Education Sector Reform Programme（PESRP）の運営 

これを機会に DSD は質の高い教師教育を提供するための機関として機能す

ることとなり、UOE との連携を断つ。主な支援分野は以下のとおり。 

－CPD Framework の策定 

－CPD に係る人材を一般から採用 

・Punjab Education Development Policy Credit（PEDPC）により 100M USD を 4 回

融資 

国連児童基金

（UNICEF） 

 

以下の協力による CPD Framework 実施の支援 

・210 人の LTE 研修 

・DTSC 及び CTSC の機能強化  

・CTSC に対する ICT 機材の供与 

国連教育科学文

化機関

（UNESCO） 

 

以下の協力による CPD Framework 実施の支援 

・政策支援 

・組織連携 

・教員養成研修の改善 

CIDA 

 

以下の協力による CPD Framework 実施の支援 

・DSD 及び PITE の経営管理 

・GCET 評価分析の実施 

・DSD、PITE、GCET の職員研修 

・教師教育管理システム TDMIS（Teacher Development Management Information 

System）に対する技術支援 

ドイツ技術協力

公社（GTZ） 

 

以下の協力による CPD Framework 実施の支援 

・研修機材の改善 

・DSD 職員に対する奨学金支援 

・ベースライン調査（現職教員の能力調査）の実施 

NCHD 

（National 

Commission for 

Human 

Development） 

以下の協力による CPD Framework 実施の支援 

・DSD 教材開発能力向上への支援  

・モニタリング及び生徒のパフォーマンス評価  

・クラスター研修（メンターの学校訪問及び Professional Development Day の運

営）に対する資金援助 

 
３－２ JICA の協力実績 

これまで、理科教育に関連する協力としては、ボランティア事業及び研修事業における実績がある。

詳細は以下のとおりである。 
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青年海外協力隊

（JOCV）及びシ

ニア海外ボラン

ティア（SV）の

派遣 

理科教育プロジェクトの提案は、前述のとおり NISTE における SV の活動が基と

なっている。技術協力プロジェクトの要請は 2005 年に初めてなされているものの、

プロジェクトの検討には時間を要した。その間、SV/ JOCV の派遣によって理数科教

育分野への支援を行っている。 

経験と実績のあるボランティアが派遣され各地で活躍しているが、それぞれが各

サイトを中心とした活動を行っているため、面的な効果については限定的となって

いる。ボランティアたちは「理科教育部会」を組織し、公式・非公式に連携をとっ

て教員向けの模擬授業やワークショップを開催し、効果をあげている。また、ウェ

ブサイトを立ち上げて理科実験教材やビデオの波及に積極的に取り組んでいる。 

 

NISTE SV 3 人 （2003～2009 年 3 代） 

ラホール教育大学（バンクロード校） SV 1 人（2006～2008 年） 

イスラマバード GCET JOCV 1 人（2006～2008 年） 

ラホール教育大学（ファイサラバード校） SV 1 人（2008～2010 年） 

ラホール GCET SV 1 人（2008～2010 年） 

ファイサラバード GCET SV 1 人（2008～2010 年） 

ラホール教育大学（タウンシップ校） SV 1 人（2008～2010 年） 

DSD SV 1 人（2008～2009 年） 

ムルタン GCET（Boys） SV 1 人（2008～2010 年） 

ムルタン GCET（Girls） SV 1 人（2008～2010 年） 

 

このほか、2008 年 5 月末時点で、理数科分野の SV 2 名の募集が行われている。 

研修事業 【地域別研修「小学校における理科実験教育（南西アジア諸国）」（2003～2008 年、延

長の予定あり）】 

（2003～2007 年の実績） 

ICT（イスラマバード首都圏） 8 人 

パンジャブ州 1 人 

NWFP 5 人 

バロチスタン州 3 人 

 

【小学校における理科実験教育（南西アジア諸国）（1996～2000 年）】 

ICT（イスラマバード首都圏） 7 人 

NWFP 2 人 

 

【青年技術研修（理数科教育）（2006～2008 年）】 

（2006～2007 年の実績） 

ICT（イスラマバード首都圏） 20 人 

パンジャブ州 5 人 

シンド州 7 人 

NWFP 10 人 

バロチスタン 11 人 
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第４章 今後の協力の方向性 

４－１ プロジェクトの考え方 

本調査団において、パキスタンにおける理科教育について、教科書、授業の内容、教員の質といっ

た観点から現状を明らかにした。また、教師教育（特に理科教育）について、教員養成及び現職研修

の両面から現状と課題を分析した。それらの分析をまとめると以下のとおりである。 
 
（1）教員が直面している課題 

2007 年改定の新カリキュラムが導入されたことにより、教員は新しい教授法を身につけるこ

とが求められている。しかし、教員が新しい教授法を身につけるにあたって、大きく次の課題に

直面している。①教員は「生徒中心型」授業を実現するための理論、実践的な知識・技能を十分

に備えていないこと（教員養成課程では教科内容や実践的な教授法に関するトレーニングは不足

している。特にプライマリースクールの養成校では文系を選択する学生が多く、数学・理科の知

識不足は深刻である）、②教員が日常的な授業を「生徒中心型」授業とするにあたり、具体的な

事例を用いて説明する教員用指導教材がないこと、③教室内においてこのような授業を行う環境

が不足していること（教材の不足、教員の授業準備不足など）。 
 
（2）「生徒中心型」授業における理科の優位性 

理科そのものが自然環境や身の回りの不思議を探求する科目であり、生徒の「なぜだろう？」

「すごい！」といった疑問や感動を導きやすい科目である。また、理科の授業を行う際に、観察

や実験、推測や分析など体験的な活動を取り入れやすく、生徒の思考力・判断力・表現力などを

促す授業を実践しやすい。さらに、教師にとって、「生徒中心型」授業をイメージするうえで、

理科教育は他の科目と比べて優位性がある。 
 
（3）教員の専門性育成についての州における課題 

1） 現 状 
パンジャブ州においては、すべての現職教員研修プログラムが１つのシステムとして統合さ

れる流れにある。パンジャブにおいては教員教育局（Directorate of Staff Development：DSD）

や州教師教育機関（Provincial Institute of Teacher Education：PITE）の間で政策的に連携が図ら

れている。しかしその一方で、大学（カレッジ）における教員養成課程と現職教員研修の間に

一貫した戦略がなく、「教員のあるべき姿」が全教員研修機関において共有されていない。他

州においては、教員研修機関は存在するものの、継続的かつ体系的な研修を実施する体制は確

立されていない。また、全州において、様々な機会で研修を受けたマスタートレーナーが既存

の教員研修システムのなかで完全に活用されていない（例えば、過去の ADB の Science 
Education Project、中央 NISTE トレーニングで養成されたマスタートレーナーなど）。 

 
2） ニーズ 

パンジャブ州では、現職教員研修の優先順位は小学校教員かつ理科・数学・英語の教科に置

かれている。他州においては、教員の専門性育成に関する明確な州政府の戦略がなく、その優

先順位は明確ではない。どの州においても、クラスルームの現場で活用可能な実践的な教授法
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についての研修や教材は不足しており、この部分へのニーズは高い。 
 
（4）NISTE が有する優位性 

教材開発の知識・能力を有する理科分野（生物・物理・化学）を専門とする教職員グループ（約

15 人）を抱えている。これまで JICA シニアボランティア（3 代目が現在派遣中）と開発してき

たリソースブックや DVD を通じた、技術的サポートを行うことができる。また、州レベルで生

徒中心の授業を普及していく核となる州のマスタートレーナーを既存の研修制度にて育成する

ことができる。よって、州教育行政機関は州の理科教育の目標達成に向けて、NISTE のリソー

ス（具体的には研修や教材）を活用することが有効である。 
 
（5）NISTE に期待されていること 

パキスタンにおける理科教育に対して NISTE が有する役割を関係者間で議論し、再確認した

うえで NISTE と州のネットワークをどのように強化していくことができるか検討する必要があ

る。今後研修の計画にあたっては、教員個々人の教育訓練ではなく、学校の教室内における教育

の質の向上に、よりフォーカスする必要がある（例：NISTE の研修に参加するマスタートレー

ナーの適切な選抜、教員のニーズに即した研修内容・手法の開発、研修の効果を州で活用できる

仕組みづくり、等）。それらを行ううえで、教員が置かれている現状、教育の現場の理解を NISTE
が深めることが求められている。加えて、新カリキュラムに沿ったトレーニング教材の開発、ア

クティビティの授業へ組み込むための具体例（シンプルな活動の具体例が記載された教員用指導

書作成など）、といった事柄に注力する必要がある。 
 
以上の主な分析事項から、プロジェクトでは以下の点に着目する必要があることが明らかとなっ

た。 
① 2006 年に新カリキュラムを導入しており、「探求活動」「生徒中心」「成果重視」の授業を実践

することが求められている。そのためには、理科の新しい指導法（アクティビティを取り入れた

生徒中心の教授法）に関する技術を高めることが有効である。当初要請内容は簡単素材に関する

教材開発とその普及に重点が置かれていたが、プロジェクトのフォーカスを再整理することが適

切である。 
② 学校レベルでの教育の質の向上につながるような働きかけが重要である。そのためには、教材

開発の過程、及びマスタートレーナーの養成とその活用における、州の積極的なかかわりが不可

欠となる。 
③ NISTE の主な研修対象はミドルスクール及びセカンダリースクールレベルの教員である。一

方で、プライマリーレベルの質の向上へのニーズは高く、セカンダリーでの効果的な教授のため

にも、プライマリー・ミドルレベルの質の向上が重要である。 
 
４－２ プロジェクトの枠組み 

これら調査結果を踏まえ、調査団が NISTE 及び各州との最終合同会議にて提案した協力案は以下

のとおりである。 
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（1）プロジェクト仮称 
活動中心の教授法を通した理科教育の促進（ Promotion of Science Education through 

Activity-Based Teaching and Learning） 
 
（2）プロジェクト期間 

3 年間 
 
（3）パキスタン側実施機関 

NISTE 及び各州教育局（参加を希望する州の教育局、教員研修機関、教科書認定機関等。実

施体制図については付属資料４．を参照） 
 
（4）裨益対象者 

【直接】 
NISTE 教職員 
各州マスタートレーナー 

【間接】 
各州教員研修機関、教科書認定機関 
各州教員（マスタートレーナーによって訓練が行われた場合） 

 
（5）プロジェクトの実施体制 

NISTE での教材開発、マスタートレーナー養成をプロジェクトにて実施するものの、それら

の過程に州関連機関の積極的な関与を促す。プロジェクトを全体的に調整する枠組みとして、連

邦教育省各局、NISTE 及び各州教育局によるコンサルテーション体制を構築することが重要で

ある。プロジェクト概念図は付属資料４．のとおり。 
 
（6）プロジェクトフレームワーク 

1） 上位目標：生徒中心・探求促進型の授業を教員が実施できる能力が強化される 
 

2） プロジェクト目標：生徒中心・探求促進型の授業を教員が実施できる能力を向上するための

基盤が確立される 
 

3） 成果： 
① 実践的な教授法に関する教材（教師用指導書）が開発される 
② 州のマスタートレーナーが生徒中心・探求促進型の授業を普及できる能力を身につける 
③ NISTE と州の協調体制が強化される 
④ NISTE から州にアウトリーチ・フォローアップする体制が強化される 
⑤ NISTE 職員の能力が OJT を通じて強化される 

 
4） 主な活動： 
① NISTE において教材を開発する〔新カリキュラムと新教科書にのっとる、実験部分のみ
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ならず教授法についてもカバーする、簡単素材のみならず既存の実験器具の活用も含む、州

ステークホルダー（教材作成担当者、教科書認証機関等）を教材開発プロセスに巻き込む〕 
② マスタートレーナーの活用に関し、NISTE と州が協力し、戦略を策定する 
③ NISTE において、マスタートレーナーの研修を行う（要望に応じて州でも実施） 
④ 州レベルの教員研修・教材関係者に対し、ワークショップ等を通じて新しい教材・指導書

への理解を促進する 
⑤ NISTE から州へのアウトリーチ・フォローアップを実施する 

 
5） プロジェクトターゲット：4～8 年生の General Science（NISTE が経験をもち、かつニーズ

のより高い学年である 6～8 年生に、最初にフォーカスする） 
 
（7）協力案に関するパキスタン側の意向 

上記協力案に対して、最終合同会議ではおおむね賛成の意が示された。その他寄せられた意見

は以下のとおりである。 
・理科実験室や機材供与の要望、州レベルでの研修実施の要望がバロチスタン州・NWFP から

は寄せられたものの、本件は教員養成を通した技術協力を目的としており、州レベルへの介

入はあくまで中央におけるマスタートレーナー養成を想定し、それ以降の普及は州の計画に

よって既存の現職教員研修のサービス・デリバリー・システムのなかで実施することが期待

されることを JICA 及び NISTE から説明した。 
・小・中学校のみならず、高校レベルへの支援の必要性が示されたが、高校レベルでの授業の

質を上げるためには、まず小・中学校レベルの強化が必要であることを説明した。 
・教育省の関係部局を含むコーディネーションコミッティーを設定し、連邦－州－NISTE 間

で Memorandam of Understanding（MOU）を結ぶことが提案され、了承された。教材開発や

研修実施に関して各州に調整を行うフォーカル機関を設定することがおおむね合意された。 
・州によって教員養成の状況（制度面や組織体制面）が異なることから、州ごとに介入の方法

を柔軟に変えていくことが提案された。 
・これまでの様々な研修（NISTE 研修や ADB による SEP プロジェクト、他ドナーによる各州

で実施される教員研修に関する支援等）によって育成された既存のマスタートレーナーを活

用することが提案された。 
 
４－３ 協力にあたっての留意点 

４－３－１ 詳細デザイン検討における留意点 
案件の詳細デザインにあたっては、次のような点について関係者の理解・変容を求めるための戦

略を検討する必要がある。 
 
（1）めざすべき授業について十分検討すること 

新カリキュラムで求められている新しい指導法がどのようなものであるかを、具体的に示す

ことが大切である。inquiry-based、student-centered、activity-based などの指導法を単に解説す

るのではなく、実際に授業の実施方法と結びつけ、教員に示すことが必要である。今まで子ど

もたちに「覚えさせる」ことを促してきた教員たちが、子どもたちに「理解させる」授業を組
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み立てられるようになる指導法を示していくことが求められている。 
 

（2）生徒活動の位置づけについて関係者が理解すること 
単に活動を取り入れること（Hands-on activity）が目的とならないよう、思考や分析といっ

た内面的な活動（Minds-on activity）を伴った生徒の主体的な学びを促すことが重要である。

授業目標の設定や授業の構成、発問の重要さを教員に理解させるような教材及び研修を作成す

ることが望ましい。 
 

（3）生徒の実態を把握すること 
求められている新しい指導法を実践するには、指導すべき教科内容を正しく理解するだけで

なく、それをどのように子どもたちに与えていくかという戦略が重要になる。そのためには対

象となる生徒の既習知識や生活経験などをきちんと把握して生徒活動をデザインし、授業のな

かに適切に位置づける必要がある。今まで教師の力量不足は指導法と指導内容（教科内容）の

理解が足りないためであると認識されてきたが、それ以上に指導の対象となる子どもたちを把

握することへの配慮が重要であることを理解する必要がある。 
 

（4）教員研修の方法に関する工夫 
新しい指導法を教員が身につけるには、「授業」や「子どもの学び」に対する意識改革が重

要となる。これを効果的に行うには教材配布だけでは不十分であり、またそれらが独り歩きし

て誤った解釈を生む可能性も高い。そこで正しい指導法を理解するためにはどのような教員研

修プログラムが必要かを十分に検討し、その内容・研修方法・研修実施体制（特に各州の特色

を生かした連携と役割分担をどのようにするか）を組み立て、実施に向けての体制づくりを行

う必要がある。 
 

（5）教材作成の方法 
教材作成にあたっては、新カリキュラム及び教科書の単元構成を分析し、生徒活動の検証を

まず行うことが必要となる。生徒活動を適切に単元に位置づけ、学習活動案・授業案を提示す

ることで、教員が現場で使いやすい教材となる。また、作成にあたっては、活動案を提示して

いた 2000 年度版カリキュラムも参考となる。 
 
４－３－２ 実施体制に係る留意点 
（1）NISTE とのプロジェクト成果に対する共通認識の醸成 

教材及び研修の内容について、NISTE は簡単素材を用いた教材による教授法（Teaching 
through Easily Available Material）に対しての意識が強いところ、JICA が提案する簡単素材の実

験のみに限定しない新カリキュラムに沿った包括的な教師用指導書に対する考え方に共通の

認識を形成することが必要である。その足がかりとして、SV が開発し、ADB の資金により配

布された「リソースブック（簡単素材を用いた理科教育）」の活用状況について NISTE と共に

調査することが一案として考えられる。その過程で、同書のように実験方法を単独で取り上げ

るのではなく、カリキュラム及び教科書に沿った教材を開発する必要性について共通理解が深

まると期待される。さらに、プロジェクト開始前やプロジェクトの初期段階で、授業づくりの
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イメージをより具体化させるために、日本の授業のあり方や JICA の他類似案件に関する情報

共有を進めていく必要がある。理科教員の青年研修や課題別研修等を活用し、NISTE 教員の

能力強化を図ることも有効と考えられる。また、NISTE 教員が教育現場で現実に行われてい

る授業について教授法や内容を知ることも重要である。 
 

（2）NISTE の実施体制 
これまでリーダーシップを発揮してきたNISTEの所長が 2008年の夏に交代する可能性が高

いといわれており、その後の方針の変更の有無に留意する必要がある。さらに、本案件の要請

の元となっている PC-Ⅰを、プロジェクトの計画に合わせてすり合わせ、マスタートレーナー

の活動や、各州へのフォローアップ、各州からの開発チームの呼び寄せに関する予算などを

NISTE の計画に盛り込んでいくことが必要となるため、今後とも NISTE との密な協議が必要

となる。一方、NISTE スタッフのキャパシティについては、生物、物理、化学専門家が計 15
人配属されているものの、小・中学校の教師経験がないという状況があり、実験はできてもど

こまで授業づくりができるかについて、まだ明確に判断できない。今後の調査や SV による活

動を通して、状況を明らかにしていく必要がある。 
  

（3）各州の異なる状況への対応 
各州における状況は非常に異なる。パンジャブ州は現職教員研修に関する仕組みづくりが複

数のドナー（UNESCO、CIDA 等）により行われ、地域単位のクラスターによるサービス・デ

リバリーが構築されつつある。イスラマバード首都圏（ICT）に関しても、連邦教育省直轄に

あるため、地域単位のクラスター研修が定期的に行われている。バロチスタン、NWFP はドナ

ーの介入により、教員養成が行われているが、州から末端の学校レベルまでのカスケードはや

やアドホックな形で実施されており、サービス・デリバリーの仕組みが十分整っていない状況

にあると考えられる。このため、州とのかかわりについては、州のイニシアティブを生かし、

州レベルの研修制度が整備されているところから対応していくのが、効果的である。 
 

（4）フェーズ I 以降の可能性 
教員養成、現職教員研修は、州の役割となっているため、州レベルでの教師教育の仕組みづ

くりや、研修プログラム開発にかかわることが、最もめざす成果（教師の能力向上）につなが

ると考えられる。したがってフェーズ I で教材づくり、各州で共通して活用できるプログラム

開発とマスタートレーナーの養成を行ったのち、フェーズ II で州レベルへの支援（実践の定

着への支援、教員の専門性向上への政策支援など）に移っていくことを念頭に置きつつ、フェ

ーズ I では、NISTE と州との関係構築を支援していく必要がある。 
 

（5）教員養成と現職教員研修のリンク 
本案件は現職教員研修をターゲットとしているものの、開発される教材や研修方法は教員養

成機関にも共有していくことが有効である。教員養成と現職教員の戦略や体制上のリンクは現

状として明確でないが、それらの構築に間接的に働きかけることが重要である。 
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後 注 

1. At the secondary School level, science education will be enriched and upgraded to make it responsive to the 
demands of rapid advancements and emerging disciplines. A third stream of technical and vocational 
education is being introduced in high schools to prepare skilled workers and technicians required for 
industrial growth as well as for employment in an expanding labour market. 

2. Facilities for science teaching will be strengthened particularly in high schools in rural areas, which are 
deficient in this respect, and girls will be encouraged to take science subjects through special scholarships. 
Increasing the number of girls with a science education is necessary for further training in health services. 

3. To meet human resource needs of the country a shift to Science and Technology is being made at the 
Secondary and Higher Education levels thereby creating employment options for young men and women. 

4. In order to improve the standard of secondary education in the field of science, it is imperative that we have 
good and innovative science teachers. 

5. Promotion of effective Science Education at Primary level. 
6. Quality of elementary education shall be improved. 
7. Teachers’ competence shall be improved and the relevance of training programs for teachers shall be 

ensured. 
8. Learner-oriented teaching. with the learner, i.e. the child, at the center of the learning process shall be 

focused. 
9. The new concepts such as active learning, development of critical thinking and creativity shall be 

introduced. 
10. Many forms of teaching and learning e.g. peer group discussion, class observation, distance education, 

self-study, on-site visits and multi-grade teaching shall be invoked. 
11. Training shall be taken to the teacher (school site) rather than bringing the teacher to the training site. 
12. Not only teachers but also heads, supervisors and other critical stakeholders in the system shall be focused. 
13. Teacher education curriculum shall be adjusted to the needs of the school curriculum and scheme of studies. 

The curriculum shall include training for student-centred teaching, cross-curricular competencies, and an 
on-site component. 

14. In-service training shall cover a wide range of areas: pedagogy and pedagogical content knowledge; 
subject content knowledge; testing and assessment practices; multi-grade teaching; monitoring and 
evaluation; and programmes to cater to emerging needs like trainings in languages and ICT. 

15. Aims : This curriculum aims to promote scientific literacy among the students by: 
・Helping students develop knowledge and a coherent understanding of the living, physical, material, and 

technological components of their environment; 
・Encourage students to develop skills for investigating the living, physical, material, and technological 

components of their environment in scientific ways;   
・Providing opportunities for students to develop the attitudes on which scientific investigation depends; 
・Assisting students to use scientific knowledge and skills to make decisions about the usefulness and worth 

of ideas; 
・Helping students to explore issues and to make responsible and considered decisions about the use of 

science and technology in their environment; 
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16. Objectives : Main objectives of this document are to: 
・Promote inquiry-based and student-centered science education; 
・Emphasize understanding, not content coverage; 
・Promote learning that is useful and relevant; 

17. ・Develop an ability to recognize, define and analyze a problem. 
・Make accurate measurements, observe carefully and record observation. 
・Design and carry out investigation to verify information. 
・Draw conclusions and make inference. 

18. Knowledge is acquired through a variety of activities and experiences. 
19. 「inquiry-based」「students-centered」「outcome-focused」 
20.  

Contents Instructional 
Objects Concept Scope 

Suggested Activities 

Know how a 
magnetic material 
can be magnetized 
and demagnetized. 

Making a magnet 
Demagnetization 

Rubbing with a permanent 
magnet can magnetize a 
magnetic material. 
Striking and heating a 
magnet destroys its 
magnetism. 

Make a magnet by rubbing with 
another magnet. Take a magnet 
and heat it on a candle or strike it 
against table and then bring it 
close to paper pins. Observe that it 
no more attracts them.   

21.  

Contents Students’ Learning Outcomes 
- Methods of Magnetizing Material - Demonstrate that how magnets can be formed and stored. 

22. The N-pole and the south pole of earth magnet lies near its geographical N-S poles. 
23. Earth was a part of the Sun, which broke away from it. 
24. Sun is not a solid body like earth. It is a big ball of very hot gases. 
25. Entry qualification for Primary Teacher Certificate shall be raised from Secondary School Certificate to 

Higher Secondary Certificate gradually. Simultaneously a new stream of (10+3) Diploma course for 
elementary education will be launched. 

26. A Bachelors degree, preferably with a B.Ed. shall be the requirement for teaching at the elementary level. A 
Masters level for the secondary and higher secondary with a B.Ed. shall be ensured by 2018. PTC and CT 
shall be phased out through encouraging the present set of teachers to improve their qualifications, while 
new hiring shall be based on the advanced criteria. 
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１．調査日程 

 
現地調査：2008 年 4 月 7 日（月）～5 月 4 日（日） 

日順 月 日 曜日 時 刻 用務・訪問先等 

1 2008/4/7 月   （原団員イスラマバード着）  

2 2008/4/8 火 10:00-11:15 
11:15-13:00 
15:00-15:30 

国立科学技術教育研究所（NISTE）との協議 
NISTE 研修局 
NISTE 石原シニアボランティア（SV） 

3 2008/4/9 水 9:30-10:30 
12:00-13:00 
16:00-17:00 

教育省研修局 
教育省プロジェクト局 
教育省政策・計画局 

4 2008/4/10 木 8:30- 9:00 
9:00- 9:30 

10:00-11:00 
11:00-11:30 
13:30-14:30 
15:00-16:00 

NISTE 研修参加者へのインタビュー（シンド州） 
NISTE 研修参加者へのインタビュー（パンジャブ州） 
NISTE 研修参加者へのインタビュー（北西辺境州） 
NISTE 研修参加者へのインタビュー（バロチスタン州） 
教育省カリキュラム局 
教育省研修局  

5 2008/4/11 金 9:00-10:00 
11:00-12:00 
17:00 

経済局（EAD）（CIDA Dept SWAP 事務局関係者） 
アジア開発銀行（理科教育プロジェクト関係者） 
イスラマバード→ラホール 

6 2008/4/12 土 10:00-11:00 ラホール教育大学タウンシップ校 

7 2008/4/13 日   書類整理 

8 2008/4/14 月 10:00-11:00 
12:30-13:00 
15:00-16:00 

教員教育局（DSD）－国連児童基金（UNICEF）事務所 
DSD－ドイツ技術協力公社（GTZ）関係者 
DSD－カナダ国際開発庁（CIDA）関係者 

9 2008/4/15 火 10:00-10:30 
14:00-16:00 
 

州立教員養成大学（GCET）ラホール校 
パンジャブ教育セクター改革プログラム、プログラム実施

ユニット 

10 2008/4/16 水 10:00-11:30 
14:00-15:00 

DSD 
国立教育教材センター（NEEC） 

11 2008/4/17 木 10:00-11:00 
14:00-15:00 

パンジャブ州教師教育機関（PITE） 
パンジャブ州テキストブックボード 

12 2008/4/18 金 9:30-11:00 理科教育センター（ADB の SEP プロジェクト） 
書類整理（増田団員パキスタン到着） 
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13 2008/4/19 土 8:00- 9:30 
9:30-10:30 

11:30-13:00 
 
15:30-17:00 

小学校（Gov. Junior Model School, Wahadat Colony） 
高校（Gov. Comprehensive Higher School for Girls） 
郡研修支援センター（Cluster Training and Support Center）/
高校（Gov. Comprehensive Higher Secondary School） 
県研修支援センター（District Training and Support Center）/
州立教員養成大学（GCET）Shaikupura 校 

14 2008/4/20 日  書類整理（二瓶団員パキスタン到着） 

15 2008/4/21 月 10:00-11:00 
11:30-12:30 
14:30-15:30 
15:30-17:00 
18:30-19:30 

パンジャブ州教育局（副次官） 
パンジャブ州ラホール市教育担当官 
パンジャブ州教員養成機関（PITE） 
パンジャブ州教員研修局（DSD） 
シニアボランティアとの意見交換 

8:00 ラホール→イスラマバード 16 2008/4/22 火 

11:30-12:30 
12:30-13:30 
13:30-14:00 
14:00-16:00 

NISTE 研修見学 
NISTE スタッフへのインタビュー 
NISTE 石原 SV 
NISTE との協議 

17 2008/4/23 水 8:30-11:00 
11:30-13:00 
13:30-14:00 

小・中学校（F. G. Boys Model School） 
小・中学校（F. G. Girls Secondary School） 
イスラマバード地域教育事務所 

18 2008/4/24 木 8:30-10:00 
10:00-13:00 

小学校（F. G. Junior Model School） 
州立教員養成大学（GCET）イスラマバード校 

19 2008/4/25 金 9:30-10:30 
 
15:30-17:00 

NISTE との協議 
団内打合せ 
バロチスタン州教育関係者 

20 2008/4/26 土 10:00-13：30 
 

プロジェクトコンサルテーション会議 
団内打合せ 

21 2008/4/27 日   （増田団員、二瓶団員帰国） 

22 2008/4/28 月 11:00-11:30 在パキスタン日本大使館報告 
JICA 事務所打合せ 

23 2008/4/29 火 10:00-11:55 
14:30-15:30 

イスラマバード→カラチ 
シンド州教育局、シンド州教員研修機関、カリキュラム局

24 2008/4/30 水 9:00-10:00 シンド州カリキュラム局 

25 2008/5/1 木  祝 日 

26 2008/5/2 金 10:00-12:00 シンド州立教員養成大学 Lyari 校 

27 2008/5/3 土 10:00-11:00 学校（Fazal ur Rehman Govt. Girls Secondary School） 
カラチ→バンコク 

28 2008/5/4 日  バンコク→東京（原団員帰国） 
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２．主要面談者リスト 

 
【連邦】 
（1）連邦教育局  

政策・計画部         
Dr. Syed Fayyaz Ahmed, Joint Education Advisor 
Mr. T. M. Qureshi, Deputy Educational Advisor 
Mr. Habib-ur-Rehman, Deputy Educational Advisor 

プロジェクト部       
Mr. Muhammad Akram, Educational Advisor 
Mr. Abdur Rashid, Deputy Educational Advisor 

研修部               
Mr. Muhammad Aslan Malik, Asst. Educational Advisor 
Mr. Perez Iqbal, Deputy Educational Advisor 

カリキュラム部       
Mr. Arif Majeed, Joint Educational Advisor 
Mr. Aurangzeb Rehman, Deputy Education Advisor 
 

（2）国立科学技術教育研究所（NISTE）              
Mr. Syed Shahid Mukhtar Shah, Director General 
Dr. Pervez A. Shami, Deputy Director General 
Mr. Tariq Mehmood, Director (R & E) 
Mr. Muhammad Abbas Bhatti, Sr. Training Officer 
Mr. Nadeem Ahmed, Training Officer 
Ms. Tahira Abdullah, Research Officer 
Ms. Shoaiba Mansoor, Research Officer 
Mr. Imran Ahmad Khan, Training Officer 
理数科教官 約 10 名 
各州からの研修参加者 

 
（3）経済局（EAD）   

Mr. Waqar Uddini Siddiqi, Section Officer, Canadian Debt Swap Secretariat 
Mr. Muhammad Hafiz, Consultant (Finance), Canadian Debt Swap Secretariat 

 
（4）アジア開発銀行（ADB）  

Ms. Samia Mufti Abbas, Sr. Project Implementation Officer 
 

（5）在パキスタン日本大使館    
中西 滋樹  二等書記官 
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【イスラマバード】 
（1）小・中学校（F. G. Boys Model School）   

Mr. Abdul Aziz Bhatti, Principal 
理科教師 

 
（2）小・中学校（F. G. Girls Secondary School） 

校長、理科教師 
 

（3）小学校（F. G. Junior Model School）  
Mrs. Shahida Iqbal, Principal 
理科教師 

 
（4）州立教員養成大学（GCET）イスラマバード校   

Ms. Farha Yasmin, Principal 
理数科教師 

 
（5）イスラマバード地域教育事務所  

Mr. Muhammad Iftikhar Azad  Bhara Kau 地区教育担当官 
 

【パンジャブ州】 
（1）ラホール教育大学タウンシップ校       

Dr. Munawar S. Mirza, Vice Chancellor 
 

（2）教員教育局（DSD）－国連児童基金（UNICEF）事務所      
Mr. M. Tariq Saeed, Education Specialist 

 
（3）DSD－ドイツ技術協力公社（GTZ）関係者         

Dr. Faiz Shar, Institutional Development Advisor 
 

（4）DSD－カナダ国際開発庁（CIDA）関係者       
Mr. Abdul Rehman Abid, Deputy Project Director 

 
（5）州立教員養成大学（GCET）ラホール校 

Mr. Chaudhry Muzhar Hussain, Principal 
Mr. Abedul Naeem Khan, Senior Subject Specialist 
 

（6）パンジャブ教育セクター改革プログラム プログラム実施ユニット 
Mr. Ahed Khan Cheema, Additional Programme Directors 
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（7）教員教育局（DSD）          
Dr. Rukhsana Zia, Programme Director 
Ms. Nabila Iqbal, Deputy Project Planning/Course Coordinator 
 

（8）国立教育教材センター（NEEC）     
Mr. Tariq Mirza, Subject Specialist 
 

（9）パンジャブ州教師教育機関（PITE）      
Mr. Abdul Qayoum, Director 
 

（10）パンジャブ州テキストブックボード 
Prof. Muhammad Ali Shahid, Programme Officer 
Dr. C. D. Arif, Additional Director, Curriculum Wing 
 

（11）理科教育センター（ADB の SEP プロジェクト） 
Mr. Ayub Bilar, Senior Subject Specialist 
 

（12）小学校（Gov. Junior Model School, Wahadat Colony）   
校長、理科教師 
 

（13）高校（Gov. Comprehensive Higher School for Girls）   
校長、理科教師 
 

（14）郡研修支援センター（Cluster Training and Support Center）/高校（Gov. Comprehensive Higher 
Secondary School） 

Mr. Javed Iqbal, Regional Program Manager, DSD 
Mr. Manzoor, District Teacher Educator 
Mr. Amir Miraj Din, Teacher Educator, RTSC, Shaikupura 
Mr. Nadeem Abbas, Teacher Educator, RTSC, Shaikupura 
Ms. Hifzah Zainab, Teacher Educator, RTSC, Shaikupura 
 

（15）県研修支援センター（District Training and Support Center）/州立教員養成大学（GCET）Shaikupura 校 
Principal, GCET Shaikupura 
Amir Miraj Din, Teacher Edicator, RTSC, Shaikupura 
Nadeem Abbas, Teacher Edicator, RTSC, Shaikupura 
Hifzah Zainab, Teacher Edicator, RTSC, Shaikupura 
 

（16）パンジャブ州教育局  
Mr. Nadeem-ur-Rehman, Additional Secretary of Education Department 
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（17）パンジャブ州ラホール市教育担当官 
Mr. Zahid Hussain Khan 
 

（18）シニアボランティア          
石原 武司  NISTE 
坪井 重子  州立教育養成大学（ラホール校）  
田中 靖敏  ラホール教育大学（タウンシップ校） 
金井 誠   教員教育局（DSD） 

 
【シンド州】 
（1）シンド州教育局    

Mr. Shafiq AHmed Khoso, Secretary 
Mr. Syed Sharaf Ali Shah, Deputy Secretary 
 

（2）シンド州教師教育機関（PITE）   
Mr. Abdul Latif Siddiqui, Director General 
 

（3）シンド州カリキュラム局       
Mr. Mushtaque Ahmed Shahani, Director 
 

（4）シンド州立教員養成大学 Lyari 校     
Mrs. Tahseen Lateef, Principal 
 

（5）学校（Fazal ur Rehman Govt. Girls Secondary School） 
Ms. Nusrat Parven, Head Master 
Ms. Naeema Moghat, Chemistry teacher 
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